




１．はじめに
（株）日本政策投資銀行は、前身である日本開
発銀行時代の1956年度より、国内の設備投資動向
の調査を行っている。今年度については2025年８
月に、2024年度の設備投資実績および2025、2026
年度の設備投資計画についての調査結果を公表し
た（調査時点は2025年７月３日。四国地域につい
ては四国支店が公表）。本稿では、2026年度の設
備投資計画については未定とする企業が多いこと
から、調査結果のうち四国地域における2024年度
実績および2025年度計画を中心に解説する。

２．調査の概要
当行の地域別設備投資計画調査の概要は以下の
通りである。
(１）調査方法・設備投資の範囲
調査は対象企業へのアンケート（調査票送付お
よびＷＥＢ回答）により行った。
設備投資額は工事ベースの金額であり、原則と
して建設仮勘定を含む有形固定資産の計上額（売
却、滅失、減価償却を控除せず）で調査した。

(２）調査対象・集計分類基準
原則、資本金１億円以上の民間法人企業を対象
とした（但し、金融・保険業などを除く）。
集計は主業基準分類（企業の主たる業種に基づ
く分類）で行っている。

(３）回答状況（図表１）
今回の設備投資動向調査は、全国9,140社に調
査票を送付し、5,238社から回答をいただいた（回
答率57.3％）。うち、本社所在地が四国にある企
業については、285社に調査票を送付し、198社か
ら回答をいただいた（回答率69.5％）。

(４）四国地域の設備投資集計対象
本調査における四国の設備投資とは、設備投資
を実施する企業が四国に本社を有するか否かを問
わず、全回答企業（5,238社）を対象に四国で実
施される設備投資額を集計したものである。四国
に本社を有する回答企業が198社であるのに対し、
四国に設備投資を実施すると回答した企業は358
社である。

３．四国地域の設備投資動向
2024年度、2025年度の四国地域の設備投資動向
は以下の通りである。
(１)設備投資動向（図表２）
2024年度実績（以下、増減率は対前年度比）は、
製造業が３年連続で増加（2.1％増）し、非製造
業が５年ぶりに増加（15.5％増）に転じたことか
ら、全産業でも３年連続で増加（5.9％増）した。
2025年度計画は、製造業が４年連続の増加

（8.1％増）、非製造業が２年連続の二桁増（12.5％
増）となり、全産業は４年連続で増加（9.1％増）
する。
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図表１ 回答状況



（２）業種別動向（図表３）
① 2024年度実績
製造業は、電気機械（39.6％減、寄与度▲
13.1％）や食品（76.9％減、寄与度▲1.8％）な
どの業種では、一部投資の先送りや前年度の大型
投資の反動などにより減少したが、非鉄金属
（40.0％増、寄与度5.5％）、化学（42.6％増、寄
与度2.9％）や輸送用機械（154.4％増、寄与度
2.9％）などの一部企業で、中長期的な需要増加
に向けた電池材料等の能力増強投資や低・脱炭素
化に向け需要が見込まれる分野への対応投資が
あったことなどから増加し、全体では３年連続の
増加（2.1％増）となった
非製造業は、電力（20.9％増、寄与度2.3％）
が増加に転じたほか、新規店舗や本社関連投資が
あった卸売・小売（24.6％増、寄与度1.2％）や、
新造船建造などがあった運輸（8.9％増、寄与度
0.5％）が増加したことなどから、全体では５年
ぶりに増加（15.5％増）した。

② 2025年度計画
製造業は、電池材料等の能力増強投資を継続し
ている非鉄金属（6.3％減、寄与度▲1.3％）が、
高水準を維持しつつも前年度比で減少すること
や、石油（38.4％減、寄与度▲0.8％）や一般機
械（6.1％減、寄与度▲0.2％）が、前年度の大型
投資の反動により減少するものの、蓄電池関連の
能力増強投資がある電気機械（11.4％増、寄与度
2.6％）や、製品高度化やＢＣＰ対応の投資があ
る化学（18.7％増、寄与度1.5％）、低・脱炭素化
に向けた対応投資のある輸送用機械（27.2％増、

寄与度1.4％）などの業種が増加することから、
全体では４年連続で増加（8.1％増）する。
非製造業は、店舗の新設・改装の反動減がある
卸売・小売（26.2％減、寄与度▲1.8％）や、長
期的な大型投資が終了するその他の非製造業
（10.9％減、寄与度▲0.1％）などが減少するもの
の、低・脱炭素化に向けた対応投資のあるガス
（124.0％増、寄与度1.8％）や、事業多角化に向
けた投資のある運輸（20.5％増、寄与度1.2％）、
事業所新設がある建設（66.3％増、寄与度0.6％）
などが増加することから、全体では２年連続で二
桁増（12.5％増）となる。

(３) 高知県ほか四国４県の県別動向（図表４）
高知県の2025年度計画は、非製造業が大幅増と
なる一方で製造業が減少することから、全産業
ベースでは微減（▲0.2％）となる。
製造業は、プラント建設等のある窯業・土石や
鉄鋼が増加するものの、工場新設投資が剥落する
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図表２ 四国地域の設備投資動向

図表３ 四国地域の業種別 設備投資動向



一般機械や化学などが減少するため、全体では減
少（17.8％減）に転じる。
非製造業は、長期的な大型投資が終了するその
他の非製造業などが減少するものの、設備の維持
更新がある電力のほかリースなどが増加するた
め、全体では大幅増（30.0％増）となる。
その他四国３県（徳島県、香川県、愛媛県）の
設備投資動向は図表４の通りであり、愛媛県はウ
エイトの高い非鉄金属が高水準を維持しつつも前
年度比で減少することから全体でも微減となって
いるが、四国地域の設備投資動向は概ね堅調であ
る。

４．全国の設備投資動向
(１) 全国の設備投資動向（図表５）
全国の2024年度設備投資実績は、「投資内容の
精査、無駄の見直し」に加え「工期の遅れ」や「工
事費高騰に伴う見直し」等を背景に計画時点（前
年比20.6％増）からは下方修正されたものの、通
信・情報のＡＩ計算基盤構築や自動車の電動化投
資などにより、３年連続で増加（9.8％増）した。
2025年度計画は、製造業が大幅増（21.4％増）
となることに加え、非製造業も二桁増（10.7％増）
となることから、全産業でも４年連続で増加
（14.2％増）する。
製造業では、半導体や電動化関連を中心に、素
材業種や自動車などで増設・拡張投資が継続す
る。また、鉄鋼の電磁鋼板増産や電炉新設、石油
のＳＡＦ等次世代燃料増産など脱炭素関連の高度
化・高付加価値化投資も見込まれる。
非製造業では、運輸業を中心に、インバウンド

需要の増加を受け、空港機能の増強に加えて、新
型航空機・車両の購入が増加するほか、駅周辺・
都心再開発も継続する。

(２) 地域別設備投資動向（図表６）
2025年度の地域別設備投資計画は、東北以外の
９地域で増加の計画となっており、北陸、北海道、
東海などの伸びが高く、全国計では二桁増
（14.2％増）となる。
地域別では、北陸は、生産能力増強や設備合理
化により増加した電気機械 、研究開発投資や能
力増強投資が進む金属製品などにより、６年ぶり
に増加に転じ大幅増となる。北海道は、発送電関
連設備の更新を行う電力や施設更新・拡大が進む
不動産、維持更新投資のある鉄鋼 などが牽引役
となり、３年連続かつ大幅増となる。また東海
は、電動化を中心に次世代型車両開発への投資が
増加する輸送用機械が牽引することに加え、名古
屋駅周辺でも再開発に向けた動きが顕著な運輸が
増加し、５年連続かつ大幅増となる。
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図表４ 四国地域の各県別 設備投資動向

図表５ 全国の設備投資動向



５．四国の企業行動に関する意識調査
2025年度の四国地域の設備投資計画は、ここ数
年四国地域の設備投資を牽引している、中長期的
な需要増加を受けた電池材料等の能力増強投資が
継続して実施されている他、ＣＯ２排出量の多い
従来の燃料から、より環境負荷の少ない燃料への
転換など低・脱炭素社会を見据えた投資が製造
業、非製造業を問わず幅広い業種で実施されてお
り、四国地域の設備投資マインドは堅調であると
言える。
以降では、足下の重要テーマに関する企業の意
識や見通し等を把握する目的で当調査と同時に実
施した「企業行動に関する意識調査」より、企業
経営や人的投資、カーボンニュートラルに向けた
取り組み等について、四国地域に本社を置く企業
の回答1を取りまとめたものを紹介する。

(１）事業におけるリスクおよび成長要因
（図表７）
事業への影響が大きいリスク要因として、最も
多いのが「物価上昇」であり、次いで「人件費上
昇」や「人手・後継者不足」となっている。原材
料・エネルギー価格の高騰や、人手不足およびそ
れを背景とした人材確保のための賃金引き上げな
ど、外部環境の変化や構造的な要因をリスクと捉
えている企業が多いことが分かる。
反対に、事業への影響が大きい成長要因として
は、「新技術（生成ＡＩなど）」を挙げる割合が高
い。四国においてもＣｈａｔＧＰＴなどの生成Ａ
Ｉを活用し、業務効率化や省力化などを図る企業
が増えると考えられる。
その他では「内外の政策見直し」や「規制緩和」
も多く、それらによる新たなビジネス機会の創出
や既存の障壁が取り除かれる等への期待が感じら
れる。

1 大企業（資本金10億円以上）20社、中堅企業（同10億円未満）126社。回答社数は１問でも有効回答があった企業。各設
問の回答社数はこれを下回るものが多い。
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図表６ 地域別の設備投資動向（対前年度比増減率）



(２）人材不足への対応策（図表８）
不足している人材の種類（役職、職種、スキル
など）については、「技術職・エンジニア」が最
も多く、とりわけ製造業では半数を超えている。
次いで「現場の熟練労働者・未熟練労働者」が製
造業において高く、また「ＩＴ人材・ＡＩ人材」
では非製造業の比率が高くなっている。製造業と
非製造業でやや違いはあるものの、幅広い職種で
人材不足を感じている様子がうかがえる。
続いて人材獲得のために取り組む施策として
は、「中途採用の強化」と「新卒採用の強化」が
多く、製造業においては「中途採用の強化」が８
割を超えており、即戦力となる人材の獲得に注力

していることが分かる。また「賃金引上げ」の回
答も５割超と多く、各社が中途および新卒採用を
強化するとともに、優秀な人材の確保や離職防止
を図る観点で、賃金引上げを実施していると言え
る。
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図表７ 事業におけるリスクおよび成長要因



(３）カーボンニュートラルに向けた取り組み
（図表９）
カーボンニュートラルへの取り組みが加速する
ことによって想定される事業への影響について
は、製造業、非製造業ともに約６割が「設備入れ
替えの契機」になると回答している。脱炭素に向
けた意識が、既存設備の更新時等に環境負荷の低
い最新設備への入れ替えを実施するきっかけに
なっていると考えられる。その他、「事業拡大の
契機」や、とりわけ製造業において「サプライ
チェーン全体での対応」の割合も高くなってい
る。
カーボンニュートラルの実現に向けた課題につ
いては、「販売価格への転嫁」が全体で５割弱と
最も多く挙げられており、脱炭素の取り組みと採
算性の両立が最大の課題であると言える。次いで
「技術的な問題」や「基準が不明確」との回答割
合も高く、企業が具体的な取り組みを進める上で
のデータや手段に関する情報が不足していること
も考えられる。

６．今後の設備投資動向
～先行き不透明感はあるも増加を維持～

足下では、米国による関税措置や、それを起点
とする国内および海外景気の減速懸念、また地政
学リスクに加え、原材料や建築価格の高騰など、
設備投資を左右する先行きの不透明感が高い状況
にある。しかしながら、全国的に設備投資計画は
増加基調を維持しており、企業の設備投資への意
欲は底堅い状況にある。
加えて高知県をはじめとする四国地域において
は、カーボンニュートラル関連投資のみならず、
全国平均を上回るスピードで加速する人口減少を
背景に、ロボットやデジタル技術も活用した省力
化や既存の人材を最大限活用するための人的投資
が活発化することが期待される。
当行では、今後ともこうした動向に注目しつつ
企業の競争力強化を通じた四国経済の持続的な発
展に向け、様々な形でサポートして参りたい。
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図表９ カーボンニュートラルに向けた取り組み図表８ 人材不足への対応策



１．四国の現状と課題

四国の人口は1985年から2023年の40年間で約70万人減少し、2005年以降は減少速度が加速している。
将来推計では2050年には2020年比で総人口が約110万人、生産年齢人口は約80万人減少すると予測され
ている（図表１－１）。
人口減少の要因は、少子高齢化による自然減と、県外流出による社会減である。特に若者の県外流出
が顕著であり、年齢階級別の人口動態（2023年）によると、四国の転出超過数（＝転出数－転入数）
10,555人のうち、15～24歳が8,726人と約８割を占めている（図表１－２）。
少子高齢化に伴う「自然減」と、若者を中心とした転出超過による「社会減」によって、四国の人口
減少は急速に進んでおり、将来的な労働力不足も懸念される。人口減少が深刻化する地域社会が今後も
存続するためには、若者が育った地域に戻って来てくれることが大きな意味を持つ。人口動態の推移
は、多くの若者にとって高校卒業後の進路選択が地元を離れるかどうかを判断する最初の分かれ道とな
ることを示している。そうした進路選択を控えた高校生が、自身の将来をどのように考えているかを知
ることは、県外流出を可能な限り抑制するための解決の糸口になると考える。

図表１－１ 四国の人口推移
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図表１－２ 年齢階級別 四国の転出超過数（2023年）

２．四国の高校生へのアンケート

四国への回帰を促す要因を分析し、地域社会が目指すべき方向性を探るため、四国内の県立高校２年
生および中等教育学校５年生ならびに私立・専門学校を含む約１万名の生徒へアンケート調査を実施し
た。
進路選択を控える四国内の高校生を対象に、地元への愛着度や将来の進路と居住意向、知っている地
元企業名などについて、アンケートを行った。なお、本調査では、将来の居住意向のうち「ずっと住み
続けたい」を定住志向、「一度県外へ出ても、地元に戻って住みたい」を回帰志向と定義した。

Ａ．地元に対する愛着と将来の居住意向
将来の居住意向を尋ねたところ、「ずっと住み続けたい」「一度県外へ出ても、地元に戻って住みたい」
が合わせて51.4％と５割を超えている（図表２－１）。
また、地元に対する愛着度と将来の居住意向の関係をみると、愛着が強いほど、定住志向または回帰
志向が高くなる傾向がある。
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資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（日本人移動）」（2023年）
注：マイナス（▲）は転入超過（転入数＞転出数）



図表２－１ 地元への愛着度と将来の居住意向

Ｂ．高校卒業後の進路希望と将来の居住意向
「ずっと住み続けたい」「一度県外へ出ても、地元に戻って住みたい」と回答した生徒の割合は、進
学希望者が49.3％、就職希望者が62.5％となった。県外への進学や就職を希望している生徒や、「まだ
決めていない」、または「どこでもよい・場所にこだわらない」と回答した生徒については、回帰志向
を持つ生徒の割合はそれぞれ約４割となった（図表２－２、図表２－３）。

図表２－２ 進学希望者と将来の居住意向

図表２－３ 就職希望者と将来の居住意向
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Ｃ．働きたい地元企業の有無と将来の居住意向
働きたい地元企業の有無と将来の居住意向の関係をみると、「ある」と回答した生徒は定住または回
帰志向を持つ割合が67.0％と高く、「ない」と回答した生徒では約半数が「住みたくない」（49.5％）と
考える傾向がみられた（図表２－４）。地元で働くイメージを持てるかどうかは、将来の居住意向に影
響を与える要素の一つと考えられる。

図表２－４ 働きたい企業の有無と将来の居住意向

Ｄ．知っている地元企業の数とその企業を知るきっかけになったもの
名前だけでも知っている地元企業の数を尋ねたところ、全体では「１～４社」と回答した割合が
48.1％と最も多く、次いで「ゼロ」（20.8％）となった。県別では、「ゼロ」と「１～４社」の割合に大
きな違いがみられるが、５社以上を知っている生徒が比較的少ない傾向にあることは共通している（図
表２－５）。

図表２－５ 名前だけでも知っている企業数

また、企業を知るきっかけについて尋ねたところ、「テレビや新聞」（26.6％）と「家族」（26.3％）
が最も多く、次いで「近所にあるから」（17.3％）や「学校の先生や授業」（16.3％）が続く（図表２－
６）。メディアを通じて知るのはもちろんだが、日常生活でよく目にしたり、身近な人が営んでいたり
することで知るケースもあり、高校生との距離の近さが知るための１つの要因になっていると考えられ
る。
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図表２－６ 会社を知ったきっかけ（複数回答）

３．キャリア教育の必要性

１万名を超える生徒からの回答を基に進路選択における意識を分析した結果、将来的な回帰志向を高
める上でのポイントとして、以下の４点が挙げられる。

県外での進学や就職希望者の中にも、回帰志向を持つ生徒が一定数存在していること、地元で働くイ
メージを持てることが将来の居住意向に影響を与える可能性がある点を踏まえると、地域と地元企業を
より身近に感じる取り組みを通じて、「いつかは戻りたい」という回帰志向の意識を高めていくことが
求められる。
そのため、県外進学前の段階で地域や企業と接点を持ち、進学後も関係性を維持し続けられるような
継続性ある取り組みが望まれており、地域や企業が、高校生一人一人の将来を考えるための機会を提供
する場として、いわゆる「キャリア教育」への取り組みを強化する必要性がある。
1999年に初めて定義付けられ、主に生徒の職業観・勤労観の育成に主眼が置かれていた「キャリア教
育」は、その後2011年に「一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育て
ることを通して、キャリア発達を促す教育」と再定義された。
この定義に基づき育成される様々な能力のうち、「キャリアプランニング能力」は、働くことの意義
を理解し、主体的に自身のキャリアを形成していく力とされ、その育成には企業活動や働く社員の生の
声を知り、地元企業について理解を深めることが有用とされる（図表３－１）。企業のキャリア教育へ
の参画は、地方で特に顕著に進む人口減少・少子高齢化に歯止めをかける観点からも重要であり、地域
活性化にもつながる取り組みと言える。
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①地元への愛着が強いほど定住志向または回帰志向が高くなる
②県外進学者でも「地元に戻って住みたい」が４割近くを占め一定数存在している
③地元で働くイメージを持てることが将来の居住意向に影響を与える可能性がある
④高校生と企業との距離の近さが認知度を高める要因の１つになっている



図表３－１ 「社会的・職業的自立」「学校から社会・職場への円滑な移行」に必要な能力

４．高等学校におけるキャリア教育の取り組み
教育現場での具体的なキャリア教育の現状、企業連携の経緯、取り組み内容、成果、今後の課題を明
らかにするため、四国内の高等学校９校にヒアリング調査を行った。ここでは、高知県の２校における
取組概要を紹介する。

（１）高知県立伊野商業高等学校 キャリアビジネス科
高知県立伊野商業高等学校（以下、同校）では、2012年に「キャリア
ビジネス科」を設置し、キャリア教育を重視したカリキュラムとなって
いる。特に２年次生全員が参加する４日間のインターンシップが中心的
なプログラムとなっており、2023年度は58社が受け入れに協力した。
インターンシップを通じて職業生活に必要な知識・技能を習得し、就
職につながるケースもあるなど、生徒のキャリア形成に役立っている。
また、同校ではこの他、２年次に選択できる４つの専門コースがあり、生徒の興味関心や進路目標に合
わせたカリキュラムに基づき、地域と連携した実践的な学びを提供している。
一方で、適切なインターンシップ受入先の選定が難しく、小規模企業では期待した職業体験ができな
いこともある。また、各コースの特色を活かせる受入先の確保や、教職員の負担軽減が課題となってい
る。今後はインターンシップ受入先の選定や仲介、そして受入先相互の情報交換による受入体制の整備
など、企業側の窓口を担える中間組織による支援体制の整備が期待されている。
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資料：文部科学省「中学校・高等学校キャリア教育の手引き」（2023年）を基に四国経済連合会作成

インターンシップ 観光列車のおもてなし



（２）高知県立室戸高等学校 総合学科
高知県立室戸高等学校（以下、同校）は、室戸ユネスコ世界ジオパー
クに認定されている室戸市に位置し、地域の発展に貢献できる人材育成
を目指している。2019年度から３年間、文部科学省指定事業に選ばれ、
地域とともに歩む学校として、ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）
の視点ですべての教育活動を地域貢献につなげたキャリア教育の充実が
図られた。現在同校では週に２時間、「総合的な探究の時間」の中で、
学年ごとに異なる地域と連携した独自の教育プログラムを設けている。
１年次の「産業社会と人間」ではジオパークに関連する学習「室戸学」を通じた多面的な地域理解、
２年次の「続・産業社会と人間」では地域探究学習やジオパーク学を通じ地域資源を活用した地域活性
化の方法について考え、３年次の「課題研究」では生徒自身が設定した課題についての調査・研究を通
じた問題解決能力を高める取り組みを行っている。
具体的な取り組みとしては、ジオパークガイド養成講座の開催や、地元企業と連携した商品開発など
を実施している。今後は企業と協力した「ポスターセッション」を開催し、「自分ごと」として企業の
ことを詳しく知るプログラムも検討している。
一方で、企業や地域との連絡調整、校内の手続きなど、担当教員の負担が大きく、企業や地域の間に
入って代わりにやり取りできる中間組織からの支援が求められる。

５．ヒアリング調査を通じた教育現場におけるキャリア教育の現状と課題

四国内の高等学校におけるヒアリングでは、いずれの取り組みにおいても地域の持続的発展に貢献で
きる人材育成を目指し、地域資源を活用しながら企業や団体と連携した課題解決型の学習を展開してい
ることが分かった。将来の職業や生き方を考える活動を通じて、郷土愛や自己有用感が醸成され、生徒
の自主性・主体性の育成にもつながっている。また、地元で働く人々の姿に触れることで、県内進学や
県内就職をイメージすることにも役立っている。一方で、次のような課題がみられる。

①継続性ある活動に向けた組織的な支援
キャリア教育専任の教員がおらず、通常業務に加えて企業との調整や実習指導などで教員の負担が大
きい。また、担当教員の個人的な熱意に依存している面があり、人事異動後の継続性も課題となってい
る。さらに、予算不足により計画的な取り組みが困難で、関係者のボランティア的協力に頼る部分も多
い。持続的な活動のためには組織的な支援体制の確立が不可欠である。
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全国高校生フォーラムでの発表 「室戸学」の授業の一コマ
（地域産業の現状や可能性について学んでいる）



②企業との目的と成果の共有
キャリア教育の目的が企業に十分理解されていないと、期待した成果が得られない可能性がある。
キャリア教育の質を高めるには、目的の明確な説明と成果の共有を通じて、学校と企業の相互理解を深
めることが重要である。今後、キャリア教育を更にレベルアップするためには、キャリア教育の目的に
ついて企業への説明を尽くすとともに、成果を共有することで互いの意識を高めることが必要となる。

６．四国の経済界からみたキャリア教育の現状

高校生へのアンケート調査や高等学校へのヒアリング調査と並行して、経済界からみたキャリア教育
の現状を把握するため、四国経済連合会会員企業・団体向けのアンケート調査、ならびにキャリア教育
を実施している企業への「ヒアリング調査」を行った。

（１）アンケート調査結果の概要
Ａ．キャリア教育の実施経験
キャリア教育の実施経験について尋ねたところ、「現在行っている」「これまで行ったことがあるが、
現在は行っていない」が合わせて63.9％となった（図表６－１）

図表６－１ キャリア教育の実施経験

Ｂ．取り組みを始めたきっかけ
取り組みを始めたきっかけについて尋ねたところ、「地域貢献、ＣＳＲ、ＳＤＧｓの一環」が30.9％
で最も多く、次いで「自社や地元産業の認知度向上」と「学校や教育委員会、PTAからの依頼があっ
たため」が18.1％であった（図表６－２）。
「自社や地元産業の認知度向上」や「将来の人材確保」といった地域貢献以外の明確な目的を持った
回答がみられた一方で、「学校や教育委員会、ＰＴＡからの依頼」や「外部の第三者から依頼・紹介」
といった、受動的に取り組みが始まったケースも少なくない。
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（１）アンケート調査 

調査対象 四国経済連合会会員企業・団体 340社・団体 

調査方法 アンケート（E-mail・郵送での配布、WEB・E-mail・FAXによる回収） 

有効回答数 147社／340社（有効回答率 43.2％） 

（２）ヒアリング調査 

調査対象 アンケート調査回答先から抽出した４社・１団体 



図表６－２ 取り組みを始めたきっかけ

Ｃ．取り組みの内容と満足度
主要な取り組み内容を尋ねたところ、「職場見学の受け入れ」が37.2％で最も多く、次いで「出前授
業への社員の派遣」（27.7％）、「職場体験の受け入れ」（13.8％）が続いており、これらの取り組み内容
で全体の約８割を占めている（図表６－３）。また、キャリア教育に取り組んでいる企業の約７割が「か
なり満足」、または「概ね満足」と回答している（図表６－４）。

図表６－３ 取り組み内容

図表６－４ 取り組みの満足度

キャリア教育を実施した企業からは、様々な取り組みの意義や具体的な成果に繋がった回答がみられ
（図表６－５）、９割以上が今後も現在の取り組みを継続、または拡充の意向がある。一方で、今後その
取り組みをより良くするために必要なことを尋ねたところ、「キャリア教育実施後の学校側のフィード
バック」が最多で20.1％、次いで「講師を担う人材の育成・確保」が15.1％、「学校側との調整にかか
る負担軽減」が13.8％となった（図表６－６）。
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図表６－５ 取り組みの意義（具体的な成果）

図表６－６ 取り組みをより良くするため必要なこと ※複数回答
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（２）四国の企業・団体におけるキャリア教育の取り組み事例
四国内の企業・団体向けキャリア教育アンケート調査に基づき、個々の具体的な取り組み内容や取り
組みに至った背景、成果等を把握するため、ヒアリング調査を実施した。ここでは高知県内の企業とし
て四国銀行の取り組みを紹介する。
四国銀行は、金融リテラシーの向上と地元人材の育成を目的に、高校生向けキャリア教育を展開して
いる。2023年度からは将来の人材確保も視野に入れ、高知県内の高校で課題解決型授業や出前授業を実
施している。
成果として、教員間での取り組みの認知度向上により学校からの依頼が増加し、行内でも地域イノ
ベーション部への理解が深まり、異動希望者が増加している。
一方で、担当教員の人事異動による関係希薄化、マンパワー不足、生徒の消極的な姿勢、効果測定の
困難さなどの課題がある。これらに対し、担当教員以外も含めた講習の実施や、授業コンテンツの体系
化による業務効率化などの工夫を行っている（図表６－７）。
今後は高知市内での取り組み強化を目指しており、教育現場との持続的な関係構築と効率的な運営の
両立を図っている。

図表６－７ 四国銀行における年齢階層別のコンテンツ

（３）アンケート調査、ヒアリング調査からみたキャリア教育の課題
四国内の企業・団体へのアンケート調査やヒアリング調査の結果、キャリア教育に取り組む上で以下
のような課題があることが分かった。

Ａ．教員の人事異動によるカウンターパートの不在化リスク懸念への課題対応
キャリア教育の取り組みにあたって担当教員のみとのやり取りとなる場合、業務の俗人化に陥りやす
く、当人の人事異動により継続して取り組むことが難しくなる。より良いキャリア教育を実現するため
には、企業と教育界とのコミュニケーションを深化させていく必要がある。
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資料：(株)四国銀行



Ｂ．（企業・生徒側の）費用の持ち出しの発生に対する課題対応
現状のキャリア教育は企業や生徒の費用持ち出しが発生しており、費用がネックとなって生徒が良い
学びの機会を喪失しているケースも見受けられる。
キャリア教育を持続可能な取り組みにするためには、国から企業・教育界への継続的な支援が必要と
言える。

Ｃ．マンパワーの確保・人材不足への課題対応
キャリア教育を担うマンパワー不足により、取り組みを始める、あるいは継続するうえでのハードル
となっている。例えば、企業側はキャリア教育を担う講師役のハードルを高く捉え過ぎず、例えばキャ
リア教育の取り組みを人材育成と捉えて若手社員を中心に起用したり、生徒主体の取り組みに軸足を移
したりするなどにより、「柔軟に」「無理なく」「継続して」キャリア教育に取り組む必要がある。

７．企業の教育への関わり方に関する提言

四国におけるキャリア教育の取り組みは一定の成果を上げているものの、個々の努力に依存している
部分が大きく、継続性の面で課題がある。
若者の回帰志向を高めるためには、地域、経済界、教育界が現状への危機感を共有し、一体となって
長期的な視点に立った取り組みを進めることが不可欠である。キャリア教育を単発的なイベントで終わ
らせないために、経済界、教育界ならびに国に対して、以下の提言を行う。

（１）四国の経済界・教育界向けの提言
人口減少が全国より25年早く進む四国では、地域の存続と企業の発展のため、経済界がこれまで以上
に積極的にキャリア教育に関わる必要がある。高校生アンケート調査における将来の居住の意向では、
高校生の約４割が「地元回帰」の意向を示しており、「地元の社会を知っている」「いつか地元に帰って
きたい」と思える若者を増やすために地元企業・産業を知る機会の提供が重要である。
また、経済団体や業界団体などの中間組織を活用し、企業と教育界をつなぐ橋渡し役として機能させ
ることで、教員の事務負担軽減と、生徒に多様な業種の企業を知る機会を提供し、生徒のキャリアプラ
ンニング能力向上に寄与することが期待される。

（２）国向けの提言
企業のキャリア教育への関わりを単発の取り組みではなく、長期的・計画的な取り組みとするために
は、キャリア教育の取り組みに活用できる予算の不足や教員の人員不足への対応が不可欠である。こう
した観点から、学校現場に係る予算と人員の拡充、企業がキャリア教育に取り組む上で直接活用できる
補助金の創設を要望する。

「自然減」と「社会減」による人口減少に直面する四国にとって、今回のアンケート結果で示された
回帰志向を持つ若者の存在は希望の光である。経済界によるキャリア教育への関わりを更に進めるとと
もに、中間組織との連携強化や国による金銭的・人的な支援等を通じて、四国の若者の回帰志向が高ま
ることを期待したい。
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【参考】四国の高校生が知っている地元の会社名 県別上位15社
（四国の高校生向けアンケート調査結果より）

（文責：山本 翔太郎）
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注１：テキストマイニングを使って、AI が出現回数の多い順に抽出
注２：略称や正式な会社名でないが明らかに同じ会社と考えられるものは、出現回数を合算
注３：商品名や商業施設のように会社名でないものでも、極力、高校生の回答のまま集計



2020年からのコロナ禍の影響を受けていた高知県観光は、2023年度上期に放送されたＮＨＫ連続テレ
ビ小説（以下、朝ドラ）「らんまん」によって注目され、観光客数・観光消費額ともに大幅な増加となっ
た。2025年度上期から放送開始となった「あんぱん」についても、「らんまん」同様の観光誘客効果が
期待されている。こうした「ロケツーリズム」を更なる観光振興に活かすべく、その特徴や動向、今後
の課題や方向性について整理する。

１．ロケツーリズムの特徴
ロケツーリズムとは、映画・ドラマのロケ地を訪ね、風景と食を堪能し、人々の“おもてなし”に触れ、
その地域のファンになる観光形態の一つである。そのインパクトも大きいことから、ロケ地となった地
域での観光振興の手段となっている。観光立国推進基本法に基づき、2023年３月31日に閣議決定された
「観光立国推進基本計画」においても、その重要性が示されている。同計画では、「映画やアニメ等のロ
ケ地や舞台は、国内外の観光需要を喚起する重要な拠点である」とし、ロケツーリズムの推進に官民一
体となって取り組むことが明記されている。

（１）ロケツーリズムの意義
ロケツーリズムは、景勝や名勝等を巡る従来型の観光とは異なり、映画やドラマという新たな切り口
で、これまでとは違ったターゲット層を観光客として呼び込むことが出来るようになる。これまで観光
という面でスポットが当たっていなかった地域においても観光客の誘客が望めることから、その役割は
大きい（図表－１）。

図表－１ ロケツーリズムに取り組む意義
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出所：国土交通省（2015）「ロケツーリズムによる地域振興マニュアル」
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（２）ロケ地に訪れる観光客の動機
観光社会学者のエリック・コーエンは論文 “A Phenomenology of Tourist Experiences（1979）”の
中で、観光を経験する精神的な動機として、旅行先に精神的な拠り所を求める度合いに応じて、５つの
モードに分類している（図表－２）。コンテンツツーリズム学会会長の増淵敏之らの著書「地域は物語
で10倍人が集まる（2021）」によれば、『作品への没入度合いによっても異なるが、多くが「体験モード」
「実存モード」といった深いところにある旅である』としている。

図表－２ 観光経験における５つの精神的な動機
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出所：Cohen,E.1979, “A Phenomenology of Tourist Experiences” Sociology, 13, pp.179-201,（遠藤英樹訳、1998.
「観光経験の現象学」『研究季報』９（１）、奈良県立商科大学）をもとに四銀地域経済研究所作成



観光客によっては「旅行先がたまたまロケ地だったので立ち寄った」という場合も多いため、全てに
当てはまるものではない。しかしながら、日常とは別の文化やライフスタイルに憧れを持って観光地を
訪れ、作品というフィルタを通して風景や食事を楽しみ、住民の暮らしを体験している観光客も一定数
存在する、ということに留意する必要がある。

２．ロケツーリズムの動向
じゃらんリサーチセンターが2024年に実施した「じゃらん 映像コンテンツ コンテンツツーリズム
調査 調査報告書」によれば、過去１年間の「ＮＨＫ大河ドラマ・朝ドラ」をきっかけとしたコンテン
ツツーリズム1実施率は全体の8.3％となった。いわゆる「聖地巡礼」として一般的に認知されている日
本のテレビアニメ（8.3％）と同等の実施率となっている（図表－３）。

図表－３ コンテンツツーリズムの実施率

なお、世界においても「Set-jetting」と呼ばれる「ロケ地巡り旅」が注目を集めている。大手グロー
バルＯＴＡ2「Expedia」の旅行トレンド予測レポート「Unpack’25」によると、世界の旅行者の約62％
が「映画やテレビ番組に影響されて旅行先を検索したことがある」と回答している。また、旅行先選定
で影響を受けたものについては、「Instagram（43％）」に続いて、「TV番組（40％）」「映画（39％）」「ス
トリーミングサービス（35％）」となっている。
このように、国内外において、映画やアニメ、テレビドラマの撮影地に訪れる観光のニーズが一定数
ある。そのため、ロケ自体を誘致すべく、自治体やフィルム・コミッション、民間事業者による誘致活
動が行われている事例も多い。ここでは外部要因や自助努力にかかわらず、ロケ地となった地域におけ
る観光振興の取り組みや課題等を踏まえ、「ロケツーリズム」を通じた観光振興のあり方について整理
する。

1 地域に関わるコンテンツ（映画、テレビドラマ、小説、まんが、ゲームなど）を活用して、観光と関連産業の振興を図る
ことを意図したツーリズムのこと（国土交通省・経済産業省・文化庁、2005）

2 インターネット上だけで取引を行う旅行会社のこと。Online Travel Agent の略。
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出所：じゃらんリサーチセンター（2024）「じゃらん 映像コンテンツ コンテンツツーリズム調査 調査報告書」をもとに四銀
地域経済研究所作成



３．「ロケツーリズム」による地域への効果の検証
（１）地域への興味・関心度の底上げ
朝ドラは、毎回主要なロケ地である地域にゆかりの深い物語構成となっているため、当該地域への注
目度が高まる。そこでGoogle トレンドという、特定のキーワードの検索ボリュームの相対的な動向を
調査できるサービスを使用し、各作品放送前後における検索度合いを比較した（図表－４）。

図表－４ 各番組におけるGoogle トレンドの検索指数調査概要

① 各作品の検索指数比較
「作品名＋市町村名」の検索ボリューム（「あまちゃん 久慈」の2013年４月における検索ボリュー
ムを100とした相対指数）をみると、いずれも放送開始と共に急激に検索数が伸びている。作品自体
だけでなく、舞台となった地域への興味が高まっている一方で、放送終了後数か月で検索数が急速に
減少している。但し、ピーク時の検索数が２倍超となっている「あまちゃん」については、放送終了
後も一定数継続して検索されている（図表－５）。

図表－５ 「作品名＋舞台となった市町村名」の検索ボリューム推移
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出所：各種公表資料をもとに四銀地域経済研究所作成

出所：Google トレンド
（注）「あまちゃん 久慈」の2013年4月検索指数を100とした相対指数



なお、「作品名＋県名」の検索ボリューム（「あまちゃん 岩手」の2013年９月検索指数を100とした
相対指数）をみた場合は、他の作品における検索指数が相対的に増加している。特に、「らんまん 高
知」の検索ボリュームのピーク（2023年９月）は78と、佐川町単体よりも高知県全体への関心度が高かっ
たことが伺える（図表－６）。

図表－６ 「作品名＋舞台となった県名」の検索ボリューム推移

② 各作品における検索傾向の比較
各作品における検索傾向をみると、「てっぱん」や「あまちゃん」といった特定の市町村での撮影
が中心となった作品については、「作品名＋市町村名」で検索されている（図表－７）。一方で、「花
子とアン」や「らんまん」といった複数地域で撮影された作品については、「作品＋都道府県名」で
検索されている（図表－８）。ロケ地巡りのため当地に訪れたい観光客が「作品＋地名」で検索する
のであれば、どのような場所でロケが行われたかによって検索の仕方に違いがあらわれ、観光客の動
向に影響を及ぼすと言える。

図表－７ 特定の市町村での撮影が中心となった作品（てっぱん、あまちゃん）
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出所：Google トレンド
（注）「あまちゃん 岩手」の2013年９月検索指数を100とした相対指数

出所：Google トレンド



図表－８ 特定の市町村ではなく、広域でロケが行われた作品（花子とアン、らんまん）

（２）入込客数の増加
朝ドラという新たな切り口で各地域への興味関心が高まったことで、いずれも入込客数が増加してい
る。また、これまで観光地としての認知度が低かった地域においては、入込客数の底上げにも繋がって
いる。
① 「てっぱん」（広島県尾道市）
「てっぱん」の舞台となった尾道市における2010年の観光入込客数は前年比5.7％増となり、広島
県全体（同0.8％増）よりも増加幅が大きくなった。これは前述のとおり、広島県内でのロケ地が尾
道市のみであったことが大きい。尾道市においては、しまなみ海道の自転車通行料の無料化（2014年）
や、日本遺産認定（2015年）など、「サイクリストの聖地」としての知名度が上がったことなどにより、
その後も観光客数は安定して増加した。2011年以降、2010年の観光客数を下回ったのはコロナ禍の３
年間（2020～2022年）のみであり、朝ドラをきっかけの一つとして観光客を着実に増加させている（図
表－９）。

図表－９ 広島県尾道市の観光入込客数推移（2010年＝100）
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出所：Google トレンド

出所：広島県観光連盟「広島県観光客数の動向」より四銀地域経済研究所作成



② 「あまちゃん」（岩手県久慈市）
「あまちゃん」の舞台となった久慈市における2013年（放送年）の観光入込客数は前年比87.9％増
となり、同年の岩手県全体（5.6％増）と比べても大幅な増加となった。その後「あまちゃん」効果
が落ち着き、2016年にかけて観光客数が大幅に減少しているものの、放送前よりも高い水準で下げ止
まっている。久慈市では「あまちゃん」のロケ地であることを内外に発信し、ロケ地看板やシャッ
ターアートなど、ロケ地巡りがしやすくなるような観光地整備が行われたほか、あまちゃんファンの
つどい「あまちゃんサミット」をはじめとした関連イベントを継続的に実施している。そのような取
り組みの結果、従来観光地としての知名度が低かった久慈市が、「あまちゃん」をきっかけに目的地
として選択されるようになったと考えられる（図表－10）。

図表－10 岩手県久慈市の観光入込客数推移（2013年＝100）

③ 花子とアン（山梨県甲府市）
山梨県においては、2011年の東日本大震災からの反動や、2013年に富士山が世界文化遺産に登録さ
れたことを受け、2013年の観光入込客数は前年比8.5％増の2,968万人と順調に増加していた。一方、
同年の甲府市の観光入込客数は前年比0.2％増の300万人であり、山梨県全体に比べ富士山の世界文化
遺産登録の効果が限定的となった。「花子とアン」が放映された2014年には単月での増加があったも
のの、それ以上に豪雪による交通網の混乱、世界文化遺産登録によって大幅に増加した前年の反動な
どマイナス要因もあった。その結果、山梨県全体では前年比1.1％増、甲府市単体では前年比4.4％減
と、年全体で観光客数を押し上げるほどの追い風とはならなかった（図表－11）。しかしながら、
2018年の観光客向けアンケート調査結果によると、「花子とアン」の「県内ロケ地へ実際に行った」
と回答した人が全体の1.9％を占めている。同年の山梨県観光入込客数から単純換算すると71.6万人
となることから、一定の効果が表れていると考えられる（図表－12）。
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出所：岩手県「各年岩手県観光統計概要」をもとに四銀地域経済研究所作成



図表－11 山梨県甲府市の観光入込客数推移（2014年＝100）

図表－12 山梨県のテレビ・映画等のロケ地について（n＝2,135）

④「らんまん」（高知県佐川町）
佐川町においては、「らんまん」が放送された2023年の入込客数は前年比323.6％増の大幅な増加と
なった。2024年には「らんまん」効果が落ち着き前年よりも減少しているが、岩手県久慈市のように
観光地として佐川町の認知度が高まったことで、観光の目的地として佐川町が選択され、入込客数が
以前よりも高い水準で維持される可能性はある（図表－13）。
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出所：山梨県「各年観光入込客統計調査結果」をもとに四銀地域経済研究所作成

出所：山梨県「平成30年観光入込客統計調査結果」をもとに四銀地域経済研究所作成



図表－13 高知県佐川町の主要観光施設における観光入込客数推移（2023年＝100）

（３）観光消費額・経済効果の増加
「テレビドラマのロケ地」という新たな切り口で観光客の誘客が進めば、今まで以上の経済波及効果
がもたらされる。地域ごとに推計方法や前提条件が異なるため、推計結果を単純に比較することはでき
ないが、いずれの作品も数十億～百億規模の推計結果となっている。
なお、2010年に放映されたＮＨＫ大河ドラマ「龍馬伝」の際は、放送後の実績値に基づく推計結果が
535億円と高知県における推計値としては最も大きくなった（図表－14）。

図表－14 過去の朝ドラ放映に伴う各地域への経済波及効果（注１）
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出所：高知県「各年県外観光客入込・動態調査報告書」をもとに四銀地域経済研究所作成

出所：各公表団体や報道資料
（注１）推計方法や前提条件が異なるため、各推計結果を比較することは出来ない
（注２）コロナ禍前の2019年と2023年の県外観光客の入込に伴う経済波及効果の差額



（４）「ロケツーリズム」による地域への効果の検証結果比較
以上の分析から、多少の地域差はあるものの、検証した４作品いずれも「ロケツーリズム」による地
域への効果があったことが確認できた。検索指数による比較では、「あまちゃん」が他の作品を圧倒し
ていたが、観光入込客数・経済波及効果については、「らんまん」が特に顕著な数字を示している（図
表－15）。そこで次章では、「らんまん」放送後の観光客や観光消費額の動向を詳細に分析し、今後の示
唆を得ることとする。

図表－15 「ロケツーリズム」による地域への効果の検証結果比較

４．「らんまん」を活かした高知県観光振興の成功要因
（１）「らんまん」放映後の観光客の動向
高知県では2023年４月３日から９月29日にかけて放送された朝ドラ「らんまん」（図表－16）を観光
振興に活かすべく、「連続テレビ小説を生かした観光博覧会推進協議会」が設立され、2023年３月25日
から2024年３月31日まで、観光博覧会「牧野博士の新休日」が開催された（図表－17）。

図表－16 朝ドラ「らんまん」の概要
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出所：各種公表資料をもとに四銀地域経済研究所作成



図表－17 観光博覧会「牧野博士の新休日」の概要

2023年５月８日以降、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が解除されたことも後押しし、2023
年１月～12月の県外観光入込客数は472.2万人（前年比27.4％増）、観光消費額は1,290億円（前年比
33.5％増）となった。この数字はコロナ禍前の2019年実績と比較しても大幅な増加となっており、現在
の集計方法となった2003年以降で過去最高を記録した。また、各観光施設においても、佐川町「旧濱口
家住宅」が前年比522.2％増となったほか、高知県全域で入込客数が増加している（図表－18）。
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出所：高知県「連続テレビ小説を生かした博覧会推進協議会」資料をもとに四銀地域経済研究所作成



図表－18 2023年１～12月の高知県観光データ

（２）継続的な博覧会実施による受け入れ体制の整備
「らんまん」効果により、観光客数・消費額ともに過去最高となった背景には、これまで開催してき
た観光博覧会の実績と観光事業者のネットワークの蓄積がある。2008年リーマンショックの影響などで
700億円台にまで落ち込んでいた高知県内の観光消費額は、2010年に放映されたＮＨＫ大河ドラマ「龍
馬伝」と連携した博覧会「土佐・龍馬であい博」により、同年に1,010億円まで増加した。県外観光入
込客数も同様に、2009年の315万人から120万人も増加し、過去最高の435万人となった。その後も切れ
目なく博覧会を開催し、観光客誘致を続けた結果、コロナ前の３年間は440万人を維持する水準となっ
た。また、2011年以降も「志国高知 竜馬ふるさと博（2011年３月～2012年３月）」、「リョーマの休日
キャンペーン（2012年４月～2014年３月）」など、継続的に博覧会を実施したことで、観光客誘客の勢
いを維持することに成功した（図表－19）。

図表－19 県外観光入込客数の推移（交通機関別）
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出所：高知県「令和５年県外観光客入込・動態調査報告書」をもとに四銀地域経済研究所作成

 

注１：2011年から「その他」に航空機チャーター便と客船を加えている
注２：各数値は単位未満を四捨五入して表記
出所：高知県「各年県外観光客入込・動態調査報告書」をもとに四銀地域経済研究所作成



こうした継続的な観光振興の取り組みが、「らんまん」効果を最大化させるための受け入れ態勢整備
に繋がっている。

（３）ターゲット層別の動向
2023年度に朝ドラ「らんまん」と連動して実施された観光キャンペーン「牧野博士の新休日」では、

「従来の高知県への主たる観光客層に加えて、ドラマをきっかけとして、親和性の高い「女性」「若者」
など新しいターゲット層を取り込む」という目標を掲げ、観光客の開拓を図った。一方で、2023年にお
ける年代別の県外観光客をみると、「50代」「60代以上」の割合が増加した一方で、「30代」「40代」の割
合が減少している。また、性別でみると2023年の入込客数のうち、男性が64.1％、女性が35.9％となり、
コロナ前の2019年と性別構成に変化はない。このことから、本キャンペーンは「女性」や「若者」の入
込客数増加にも寄与したが、従来の主たる観光客層である「男性」や「50代以上」の層に人気があった
ことが伺える（図表－20）。

図表－20 県外観光客の年代別・性別入込割合

また、参加形態別の宿泊実績を見ると、全ての月において「夫婦、カップル（男女二人、13歳以上）」
が最も多くなっている（図表－21）。これはコロナ禍前の2019年においても同様の傾向となっており、
朝ドラ「らんまん」の誘客効果の有無に関わらず「夫婦、カップル」層が高知県観光におけるメインター
ゲット層であることを示している。
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出所：各年「高知県外観光客入込・動態調査報告書」をもとに四銀地域経済研究所作成



図表－21 高知県の参加形態別宿泊実績推移
① 2023年１月～12月

②（参考）2019年１月～12月

ＮＨＫ放送文化研究所が2018年に実施した「朝ドラ視聴者調査報告書」においても、視聴者層の約５
割が「60代」以上となっている。また同報告書では、「60代」のうち54％、「70代」の65％が「夫婦とも
に見ている」ことから、朝ドラの視聴者層と、高知県に来訪する県外観光客の主たるターゲット層が概
ね一致していると言える。

５．朝ドラを契機とした「ロケツーリズム」の方向性
前章までの分析結果を踏まえ、「あんぱん」をはじめとする今後の朝ドラを契機とした「ロケツーリ
ズム」を、持続的な観光振興に活かすための方向性について整理する。

（１）観光客の心理を捉えた観光商品開発
前述のとおり、ロケ地に訪れる動機は「別の観光目的で訪れ、たまたま近くのロケ地に立ち寄った」
場合もあれば、「作品内で表現された、自分とは異なる文化や生活様式に憧れを持ち、わざわざロケ地
を訪れた」場合もあり、同じ年齢層や家族構成であっても熱量が大きく異なる。したがって、観光客が
旅行する精神的な動機に合わせて、「ロケツーリズム」の観光商品を開発する必要がある。まず①レク
リエーションモードや②気晴らしモードといったライトな観光客に対しては、気軽にロケ地巡りや作品
と触れ合う機会を設ける必要がある。一方、④体験モードや⑤実存モードといった作品を通して自分の
生き方を見つめなおすような観光客に対しては、その心理を上手く掴めるよう、作品の背景や作品に込
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出所：観光予報プラットフォーム推進協議会「観光予報プラットフォーム」
 

 



められた思いを知る、あるいは追体験できるなどといった没入感のある観光商品を開発することが重要
である。これらの取り組みにより、何度も観光客として訪れるリピーターや、その先の関係人口3、さ
らには移住といった、一歩踏み込んだ関係性を構築できる可能性がある。

（２）リピーター育成のための戦略
観光庁では、2015年に「ロケツーリズムによる地域振興マニュアル」を制定し、ロケ誘致をきっかけ
としてロケ地をいかに観光振興や地域振興につなげるかを取りまとめている。本マニュアルで紹介され
ている取り組みのうち、「観光客・リピーターの確保」については下記の４つのステップが紹介されて
いる。
①【First Step】ロケのＰＲ効果により地域を知ってもらう
ロケツーリズムを推進するには、その作品がどこで撮影されたものかを視聴者に伝える必要があ
る。例えば、ロケ地マップを作成し、作品ＤＶＤへの梱包や上映される映画館での配布などを行い、
地域と作品がリンクする情報発信を行うことが重要となる。

②【Second Step】ロケツーリズムにより地域を訪れてもらう
作品を通じて交流人口を増加させるためには、①のロケのＰＲ効果によりロケ地を知ってもらった
人に、実際に地域を訪れてもらう戦略が必要となる。例えば、ロケ地ツアーの商品造成や特別なロケ
地の見学会、作品内で食べられていたものや出演者が実際にロケで食べていたグルメの提供など、普
段では体験できない特別感を演出し、ロケ地を訪れるきっかけを創出する。

③【Third Step】地域の魅力の発信
作品に興味を持ち、ロケ地を知り、実際に地域を訪れた観光客に対しては、ロケ以外の魅力を発信
し、地域を観光してもらうことが重要となる。各観光資源の磨き上げを行い、適切な情報発信を行う
ことで、滞在時間を延ばし、今後のリピーターを育てていくことができる。

④【Fourth Step】新たなロケの誘致による継続的な交流の創出
１つの作品による観光誘客効果の有効期間（以下、賞味期限という）は、一部の作品を除き長期に
渡るものではないことから、ロケ地巡りの様々な仕掛けを作って作品自体の賞味期限を延ばすと同時
に、賞味期限が切れる前に新しいロケを誘致することが必要。

本マニュアルはロケ誘致による観光振興を前提としているため、「④【Fourth Step】新たなロケの
誘致による継続的な交流の創出」について触れている。１つの作品による観光誘客効果には基本的には
賞味期限があるため、特定の作品に依存し続けることができない。しかしながら、新しい作品のロケを
誘致し続けることは他地域との誘致合戦となり、あまり現実的ではないと考えられる。
コンテンツツーリズムを専門とする関東学院大学の岩崎達也教授らの論文「高関与旅行者の行動分析
－『夏目友人帳』における聖地巡礼行動を事例として－（2018）」によれば、「作品世界に興味や愛着を
持ち、その舞台となったロケ地に訪れた人は、周辺の観光も行うほか、同じロケ地巡りを行う観光客同

3 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々のこと（総務省）
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士、現地の人々との交流を通じて、旅行者の関心が次第にその地域自体への愛着に代わる」としている。
このため、朝ドラをきっかけに訪れた観光客に対して、その場所本来の観光地としての魅力を伝え、何
度でも同じ場所を訪れるリピーターを育てていく「③【Third Step】地域の魅力の発信」こそが、特
定の作品に依存しすぎない持続的な観光振興を行う上で最も重要と言える。

（３）高知県全体での戦略的な取り組み
前章の分析結果を踏まえると、「あんぱん」をきっかけに地域を知ってもらい、まず初めて訪れても
らう段階においては、基本的には高知県におけるメインターゲット層である「50代以上」「夫婦、カッ
プル」を中心に、来訪意欲を高めるコンテンツを造成し、その情報を発信していく必要がある。物部川
エリアのメインターゲットは「小学生以下の子育てファミリー層」だが、同時に「三世代ファミリー」
や「アクティブシニア」も重要なターゲット層として位置づけている。50代以上の夫婦が含まれる「三
世代ファミリー」の祖父母や「アクティブシニア」の夫婦に対して、「あんぱん」をきっかけとした「ロ
ケツーリズム」を提案していくことで、より観光客の増加が期待できる。
また、これまでの継続的な博覧会の実施経験を活かし、高知県全体を巻き込んだ戦略も重要となる。

「あんぱん」をきっかけに物部川エリアを訪れた観光客に対し、季節ごとの魅力発信や、テーマ別の周
遊ルート（自然体験コース、歴史文化コース、グルメコースなど）を提案することで、年間を通じて何
度でも訪れたくなる観光地づくりを進めることが重要である。これにより、初回は「あんぱん」目的で
物部川エリアを訪れた観光客が、次回は四万十川、その次は室戸岬といったように、高知県内の様々な
地域を周遊するリピーターへと育成できる。
上記の戦略的な取り組みにより、「あんぱん」をきっかけに物部川エリアに訪れた観光客の心を掴む
とともに、高知県全体の持続的な観光振興へと発展させることが期待される。
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2025年４月にリリースしたピックアップレポート「高知県の経済」に続き、このほど「徳島県の経済」
についてもレポートを作成することとした。徳島県を選んだのは、当行の営業エリアとして、本店所在
地である高知県とともに100年以上、地元として歩んできた重要な市場だからである。
本レポートは、徳島県経済の特徴と強み・弱みを把握することで、徳島県が今後、取り組むべき方向
性を考えるとともに、高知県が参考にできる点を明らかにし、もって両県がともに発展していくための
「気づき」を提供することを目的としている。そのため、随所で高知県との比較に触れているが、図表
等を明示していない数字等については、ピックアップレポート「高知県の経済」をご参照いただければ
幸いである。

１．徳島県経済の状況：人口と労働力
（１）人口
① 人口動態の長期時系列推移
1955年の徳島県の人口は87万８千人で、この時点では高知県（88万３千人）のほうが５千人多かった。
その後は高度経済成長期における大都市圏等への人口移動等により人口が減少していくが、その速度は
高知県よりも緩やかで、1965年には、徳島県の人口は高知県よりも多くなった。ただ、その後の人口回
復期における人口増加速度は高知県のほうが速く、1975年には徳島県の人口は再び高知県を下回った。
その後は両県とも人口減少時代に突入していくが、ここでもやはり高知県の人口減少速度が速く、
1990年には再び徳島県の人口は高知県を上回った。2025年１月時点の徳島県の人口は68万４千人で、徳
島県のほうが高知県よりおよそ３万２千人、多くなっている。
なお、2025年１月時点で高知県は鳥取県、島根県に次いで３番目に人口が少ない都道府県で、徳島県
はそれに次ぐ４番目である。しかし「将来推計人口」によると、５年後の2030年には、高知県は島根県
に抜かれて２番目となり、2045年には徳島県も島根県に抜かれて３番目になると推計されている。
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図表―１ 徳島県の人口推移

② 自然動態と社会動態
徳島県が人口増加を記録したのは1995年が最後1である。徳島県でも少子高齢化の進展に伴って、自
然動態は95年にマイナスに転じたが、基本的にマイナスで推移してきた社会動態がこの年は一時的にプ
ラスに転じ、人口は増加を記録した。
近年の動向としては、自然減は年々拡大し、社会減は足元でやや拡大基調にあるものの、概ね小幅で
推移している。

図表―２ 徳島県の人口動態、自然動態、社会動態

1 国勢調査ベース。
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（出所）総務省「国勢調査」、2025年は１月１日時点の徳島県推計人口

（出所）徳島県人口移動調査年報

（出所）徳島県人口移動調査年報 （出所）徳島県人口移動調査年報



③ 年齢別人口
徳島県の高齢化は全国に先駆けて進んでおり、2025年１月１日時点の高齢化率（人口に占める65歳以
上人口の比率）は34.4％となっている。高知県（36.8％）より低いとはいえ、全国でも指折りの高水
準2であり、2050年には44.8％にまで高まると推計されている。65歳以上人口は2019年をピークとして
減少傾向に入っているが、生産年齢人口と年少人口がそれ以上に減少していくため、高齢化率は今後も
上昇し続ける。

図表―３ 徳島県の年齢階層別人口構成の推移

生産年齢人口の減少がもたらすのは働き手、地域の担い手の減少である。徳島県の場合、これまで経
済をけん引してきたのが製造業である（後述参照）という事情を勘案すると、担い手が減ることで製造
品出荷額等や付加価値額等に与える影響は他の産業より大きいと考えられ、労働力不足がもたらす問題
は高知県とは異なるものになる可能性がある。製造業はオートメーションなどによる効率化を進めやす
い業種でもあり、対応しやすい側面も持っているが、これまでにも相応の効率化が進められているであろ
うことを考えると、更なる成長を考えた場合には大きな課題となってくることは間違いないであろう。

④ 地域別の人口動態
徳島県では、県庁所在地である徳島市への人口集中が進んでいる。地方部から都市部への人口流出が
継続しているためで、徳島市の人口が県人口に占める比率は1955年の19.5% から2025年には35.8% へ
と大きく上昇した。一方で県全体の人口が減少しているため、県内他地域からの人口供給も減少し、徳
島市の人口も1999年をピークとして減少傾向にある。
徳島市以外の地域では概ね人口の減少が目立つが、徳島市と鳴門市に挟まれた松茂町と北島町、藍住町、
および徳島市に隣接する石井町においては、徳島市と同様、人口が減少しながらも県全体における人口割
合が上昇傾向にある。これらの自治体では、工業団地や大型商業施設が立地するなど仕事があり生活にも
便利なこと、また徳島市へのアクセスも良好なことからベッドタウンとして人気が高い。こうした傾向は
今後も続く見込みであり、2050年には４町を含めた徳島市周辺の人口は、県内の６割に迫る水準になると
推計されている。なお、北島町においては県内で唯一、2025年時点でも人口が増加傾向にある。

2 2024年10月時点で高齢化率全国１位は秋田県、２位高知県、３位徳島県である。
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（出所）総務省「国勢調査」、2025年は１月１日時点の徳島県推計人口、2030年以降は国立社会保障・人口問題研究所「将来
推計人口」



図表―４ 徳島県の地域別人口推移

（２）労働力
① 労働力人口と就業者数
1955年、徳島県には39万８千人の労働力人口があり、39万１千人が就業していた。同年の高知県（そ
れぞれ42万９千人、42万１千人）と比較するとおよそ３万人少なく、当時の人口の差が５千人であるこ
とを考えると、労働力人口の差が大きい。徳島県では高知県よりも労働力率（15歳以上人口に占める労
働力人口の割合）が低いためである。
労働力人口、就業者数は人口が増減するに連れて同様に増減し、2000年以降は継続的に減少している。
労働力率は年々低下しており、1955年には70％近かったのが、2020年には58.5％まで低下している。
就業者の推移を年齢別に見てみると、20代から30代の若年層の就業者数が大幅に減少している。高齢
者雇用が進み、65歳以上の高齢者層の就業者数は増加傾向ではあるが、そもそも少子高齢化により、就
労可能な人口が減少している。
性別・年代別に労働力率をみると、高知県との比較において女性の労働力率が全体的に低いのと、男
性では高齢者層の労働力率にやや差が生じている。
年齢階層別、性別に非労働力人口の状況（各年齢人口に対する非労働力人口の割合）をみると、特に
30代～60代の女性の「家事」による非労働力人口の割合が高い。「専業主婦」の多さが労働力率の低さ
に繋がっていると考えられる。

図表―５ 徳島県の労働力人口・就業者数の推移

39

経済・産業を読み解く！ピックアップレポートVol.3 徳島県の経済

四銀経営情報 2025.11

（出所）日本製紙連合会「紙・板紙統計年報」

(注)徳島市周辺＝徳島市、松茂町、石井町、北島町、藍住町
（出所）総務省「国勢調査」、2025年は徳島県推計人口、2030年以降は社人研「将来推計人口」

（出所）総務省「国勢調査」



図表―６ 徳島県の年齢別就業者数

図表―７ 徳島県、高知県の性別、年齢別労働力率

図表―８ 年齢別人口に対する非労働力人口の割合
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（出所）総務省「令和２年国勢調査」

（出所）総務省「国勢調査」

（出所）令和２年国勢調査



② 完全失業率
四国の完全失業率推移を見てみると、2010年はリーマンショックの影響で全国的に高くなっている
が、四国では香川県を除いて全国を大きく上回る失業率となっている。2015年時点で、徳島県の失業率
は四国内でも最も高くなっているが、2020年には3.5％まで低下し、四国で最も低い水準となっている。
2020年はコロナ禍により、全国でサービス業を中心とした従業者数の大幅な減少がみられたが、後述
するように、徳島県は化学や電子デバイスといった製造業が主力であり、コロナ禍の影響を受けにく
かったと推測できる。

図表―９ 全国および四国４県 完全失業率の推移

２．徳島県経済の状況：所得
（１）所得の全国比較
四国においては、1980年代から1990年代にかけて香川県が先行して所得の向上を果たしたが、1990年
代後半、全国的に所得が伸び悩んだ時期に徳島県の所得が向上し、徳島県の所得は香川県と同水準に
なった。
それ以降、各県とも同様の所得カーブを描くなか、全体的に所得が低下する2000年代後半に愛媛県が
所得の落ち込みを小幅に抑え、香川県、徳島県と同水準に並んだ。その後はほぼ同様の推移となってお
り、高知県だけがやや低いままとなっている。

図表―10 納税義務者一人当たり課税所得額の推移
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（出所）総務省「国勢調査」

（出所）総務省「令和５年度市町村課税状況の調」より四国銀行作成



（２）市町村別所得
徳島県では、海岸線沿いに徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市など工業、商業の中心となる市が集中
しており、これらの市周辺において所得が高い傾向にある。中でも、県都である徳島市は他に抜きんで
て所得が高く、まさに徳島県経済の中心地となっている。
松茂町、北島町、藍住町は町の面積自体はさほど大きくないものの、徳島市への通勤圏内であること、
また有力企業が多く立地することなどから所得が高くなっている。ほかにも海岸沿いの主要市に隣接す
る自治体の所得が高くなっている。
特徴的なのは、阿南市の所得水準（県内順位）が過去50年ほどの間で急速に上昇していることで、日
亜化学工業㈱（以下「日亜化学」という）などの有力企業が立地していることが寄与していると考えら
れる。同様に所得水準（県内順位）を大幅に上げているのが神山町である。神山町は徳島市に隣接して
おり、道路整備により徳島市への通勤圏内となったこと、IT 企業やクリエイターの集積が進んでいる
こと等が所得の向上に寄与しているものと考えられる。
中西部の中山間地域、および南部の海岸沿いに位置する市町村は相対的に所得が低い傾向にある。阿
南市より南に位置する美波町、牟岐町、海陽町、および西部に位置する三好市やつるぎ町においては、
地理的要因や道路網、港湾などの問題から工業化が進まなかったこと、農林漁業に代わる産業が育ちに
くかったことなどを要因として、所得が伸び悩んだ。

図表―11 徳島県市町村別 納税義務者一人当たり課税対象所得の推移
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図表―12 市町村別所得分布

３．徳島県経済の分析
（１）徳島県経済に大きな影響を及ぼした二大要素
徳島県は他の四国３県と比較すると、順調な成長を遂げてきている。直近10年間の通算経済成長率は
四国４県の中でも突出しており、まさに「一人勝ち」の様相だ。コロナ禍に見舞われた2020年でも、徳
島県のマイナスは小幅に抑えられている。こうした違いをもたらした要因として、一つには地理的に関
西に近いことがあげられるが、それに加えて考えられるのが、①道路網の整備、②製造業の発展、の２
点である。

図表―13 四国４県の経済成長率 (単位：％)
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（注）実質、連鎖方式
（出所）内閣府「県民経済計算（平成23年度 - 令和３年度）（2008SNA、平成27年基準計数）」より四国銀行作成



図表―14 徳島県の産業別県内総生産寄与額

Ａ．道路網の整備
① 1985年６月 大鳴門橋開通
② 1998年４月 明石海峡大橋開通
上記２つの本四連絡橋の開通によって、それまで海上輸送が中心だった徳島県の物流が陸上輸送中心
に変わり、時間とコストの大幅な削減が実現した。
また、これらの開通に合わせた一般道路網と高速道路網の整備も、徳島県の流通と経済に大きな影響
を与えた。一般道では、南北に国道11号から55号へと続く大動脈の整備と拡幅が行われ、鳴門市から徳
島市、小松島市、阿南市に至るまでの交通の便が大きく改善された。
徳島自動車道を含む四国内の高速道路網の完成も、徳島県の経済に大きな影響を与えた。これによっ
て徳島市から四国内３県都へのアクセスが劇的に改善され、時間距離が大幅に短縮された。
これら一般道路と高速道路が本四連絡橋と接続したことによって、特に関西のマーケットへのアクセ
スが改善され、徳島県は従来以上に「地の利」を獲得、商業、製造業、観光など多くの面で有利に働く
こととなった。これらの道路網整備は、後に述べる製造業の発展に大きく寄与したであろうと考えられ
る。

Ｂ．製造業の発展
徳島県の経済を牽引した製造業のなかでも貢献度が高いのが、医薬品等を含む「化学工業」と発光ダ
イオード（LED）を含む「電子部品・デバイス・電子回路」である。
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（注）実質：2015暦年連鎖価格による2015年～2021年の６年間の変化額
（出所）徳島県県民経済計算より四国銀行作成



図表―15 徳島県の製造業中分類別県内総生産寄与額

徳島県はもともと製塩業から派生した化学・医薬品製造が盛んで、㈱大塚製薬工場や富田製薬㈱など
の医薬品メーカーが立地していた。中でも㈱大塚製薬工場、大塚製薬㈱、大鵬薬品工業㈱、大塚化学㈱、
大塚食品㈱などを擁する大塚グループは、過去20～30年ほどのうちで飛躍的な成長を遂げ、徳島県の経
済成長を支えた。大塚ホールディングス、大塚製薬などは本社を東京としているが、ルーツである徳島
県を重要視しており、県内に多くの生産拠点を構えている。
1993年に青色発光ダイオード（LED）を開発し、世界に名を馳せた日亜化学も急速な成長を遂げ、
徳島県経済を牽引する企業となった。日亜化学の発展を契機として、徳島県は「LED関連企業の集積」
と「LEDを核としたまちづくり」を推し進めたほどだ。日亜化学はまさに徳島県における「ゲームチェ
ンジャー」となり、徳島県の経済と社会を底上げする立役者になったと言っても過言ではない。日亜化
学はほかにも数多くの特許を保有するなど「研究開発型企業」として多角的な事業展開を図っており、
徳島県の製造業、経済を牽引する存在となっている。
蓄電池等を含む「電気機械」の生産額が大きく増加したのは、2021年以降のことである。車載用リチ
ウムイオン電池を生産するパナソニックエナジー、プライムプラネットエナジー＆ソリューションズ等
の工場が立地、リチウムイオン電池用正極材を生産する日亜化学など関連企業も集積しており、ここ数
年で急速に生産額が増加している。徳島県は2024年７月に「徳島バッテリーバレイ構想」を打ち出し、
医薬品、LEDに続く産業の柱として振興する方針としている。
なお、「電気機械」に関しては、2020年が最新データである国勢調査や、2015年が最新データである
産業連関表ではその趨勢を確認することができない。本稿における以降の記述でも、国勢調査や産業連
関表をもとにした分析では「電気機械」に触れていないことに留意願いたい。

（２）産業構造
就業者数をもとに徳島県の産業構造（産業大分類による）をみると、高知県ほどではないにせよ 「農
林漁業」（7.4％）、「医療、福祉」（17.0％）の割合が高い（高知県はそれぞれ10.2％、17.9％）。
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（注）実質：2015暦年連鎖価格による2015年～2021年の６年間の変化額
（出所）徳島県県民経済計算より四国銀行作成



図表―16 徳島県と全国の産業別就業者割合の比較

製造業は15.0％と全国（15.7％）よりやや低くなっているが、その内訳をみると、「化学工業」が製
造業全体に占める割合は全国の2.2倍にあたる13.5％、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」は同
2.6倍の15％を占めており、この２業種が徳島県において特徴的に盛んであることがわかる。

図表―17 徳島県と全国の製造業中分類別就業者割合の比較

それぞれの産業の年齢別構成比をみると、「農林漁業」の就業者は実に３分の２にあたる67％が60歳
以上となっており、高齢化率は高知県（59％）よりも高い。次に高齢化率が高いのは「建設業」の34％
で、これも高知県（33％）を上回っている。製造業の高齢化率は16％となっており（高知県は21％）、
30歳未満の就業者割合が17％と高い。労働力人口の減少に伴い、製造業でも人材の確保には苦労してい
る現実があるが、経済のけん引役である製造業の雇用吸収力が相対的に高いため、他の多くの産業で若
年労働力不足が発生している状況が伺える。
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（出所）総務省「令和２年国勢調査」

（出所）総務省「令和２年国勢調査」



図表―18 徳島県の産業別・年齢階層別就業者割合

（３）県外との経済交流
全国の都道府県の域際収支をみると（下図）、徳島県は移輸出率、移輸入率とも全国的に中位にあり、
平均的と言っていい。ただ、近似曲線（図の点線；平均的なラインを示す）よりもやや右下方向にあり、
移輸入、つまり資金の流出が比較的多いことを示している。
次頁上図は徳島県の域際収支を時系列でみた図だが、製造業の発展とともに移輸出率、移輸入率とも
に上昇傾向にあったのが、2015年にはともに低下している。
なお、高知県と比較すると徳島県は域際収支の変動が大きい。「移輸出率、移輸入率の推移」でいう
と、高知県は過去20年間を縦横２％程度の範囲で変動していたが、徳島県では縦横10％程度のレンジで
大きく変動している。後述するように、徳島県では少数の有力企業の存在感が大きく、それら企業の動
向が全体に与える影響が大きいためと考えられる。

図表―19 都道県別移輸出率、移輸入率（2015年）
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（出所）各県産業連関表

（出所）総務省「令和２年国勢調査」



図表―20 徳島県の移輸出率、移輸入率の推移

産業（37部門）ごとに域際収支と生産額の大きさをプロットしてみたところ、「化学製品」のバブル
が最も大きく（生産額が多く）、また移輸出率が高い割に移輸入率がやや低いことが特徴的である。「電
子部品」のバブルは「商業」よりもやや小さいが相応に大きく、徳島県がこの二つの業種に支えられて
いることが見て取れる。
一般的には左下の第３象限（域内自給型産業）に属することが多い「対事業所サービス」が右下の第
４象限（移輸入依存型産業）に入っていること、かろうじて第３象限に入ってはいるが「情報通信」、「対
個人サービス」、「商業」等の移輸入率が高くなっていることも特徴的である。大鳴門橋等で関西地域と
つながっているため、財だけでなくサービスも県境を越えて移動しやすいことが影響していると考えら
れる。
もう一つ、徳島県の特徴として「電力・ガス・熱供給」の移輸出率が高いことがあげられる。この件
に関しては、後述「外貨獲得産業」の項で触れたい。
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（注）＊は人口10万人あたり、＊＊は65歳以上人口10万人あたりの数値。
（出所）総務省統計局「統計でみる都道府県のすがた2025」

（出所）徳島県産業連関表



図表―21 域際収支から見た徳島県の産業（2015年、37部門）

（４）徳島県の経済を支える産業①：雇用吸収産業
国勢調査における産業中分類（82部門）において就業者数が多い上位20業種とその特化係数をみると、
徳島県では「医療業」、「社会保険・社会福祉・介護事業 」、「建設業」、「農業」の順に就業者数が多く、
４業種とも特化係数が「１」を超えている。中でも「農業」の特化係数は「2.09」と高い。上位４業種
は高知県と同じ（高知県では農業が第２位）で、全国では「農業」は第10位であることを考えると、両
県において農業は多くの雇用を吸収する重要な産業であると言える。
製造業では、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」の就業者数が最も多く、特化係数も2.54と非
常に高いほか、「化学工業」、「食料品製造業」の特化係数もそれぞれ2.26、1.11と高い。
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（出所）徳島県産業連関表



図表―22 産業別就業者数、特化係数（従業者数上位20業種）

「医療業」に関しては、徳島県は人口あたりの病院数、医療従事者数ともに全国トップレベルにある。
高齢化が全国に先駆けて進んでいることもあって医療の重要性は今後も増していくと推測されるが、全
国的にみても現時点で医療提供体制は高水準にある。
「社会保険・社会福祉・介護事業」就業者の内訳をみると、「老人福祉・介護」約50％、「児童福祉」
約25％、「障害者福祉」約10％、「訪問介護」約８％などとなっている。最も多い「老人福祉・介護」で
は、介護老人福祉施設、老人ホーム施設数、老人福祉等事業の就業者数は全国中位にある。この分野は
全国でも成長途上であり、今後も需要の増加に対していかにサービスを供給していくかが課題となるだ
ろう。

図表―23 徳島県の医療・福祉関係の主な指標
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（出所）総務省「令和2年国勢調査」をもとに四銀地域経済研究所作成

（注）＊は人口10万人あたり、＊＊は65歳以上人口10万人あたりの数値。
（出所）総務省統計局「統計でみる都道府県のすがた2025」



「農業」は全就業者に占める割合が6.5％と雇用吸収力が高い一方、年齢階層別にみると、60歳以上
が70.0％と、高知県の62.7％を大きく上回り、高齢化が顕著である。若年労働者が農業を敬遠する傾向
にあるのは全国どこでも同じだが、徳島県では製造業の雇用吸収力が高いことがその傾向に拍車をかけ
ている可能性があり、今後、農業の担い手不足が一層深刻化するおそれがある。

図表―24 年齢別就業者数の割合（徳島県全体、農業）

「電子部品・デバイス・電子回路製造業」および「化学工業」については、事業所数は少ないものの、
多くの従業員を雇用し、製造品出荷額の規模も大きい。医薬品製剤や発光ダイオードといった比較優位
性の高い製品の生産を、少数の大企業が担っていることが伺える。
一方、事業所数が多い「食料品製造業」では、雇用および製造品出荷額とも相対的に少なく、中小・
零細の事業者が生産を担っていることが伺える。

図表―25 徳島県の製造業の内訳（事業所数、従業者数、製造品出荷額）
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（出所）総務省「令和２年国勢調査」をもとに四銀地域経済研究所作成

（出所）経済産業省「令和３年経済センサス活動調査」



（５）徳島県の経済を支える産業②：外貨獲得産業
県外から多くの外貨を獲得している「外貨獲得産業」をみると、「医薬品製造業」が突出している。
移輸出から移輸入を差し引いた純移輸出額が約3,181億円（人口一人当たり約42万円）と２位以下の産
業を大きく引き離しているほか、2005年から2015年にかけて純移輸出額を約2,282億円から約3,181億円
へと着実に伸ばしており、県経済の中核を担う産業として確固たる地位を築いている。
「電子デバイス製造業」も、純移輸出額が約2,446億円と高い競争力を示しており、2011年3から2015
年にかけて494億円増加している。
特筆すべき点として、「電力」が純移輸出額約1,283億円と第３位に位置していることがあげられる。
これは他の四国３県には見られない特徴で、大型火力発電所の稼働などにより電力供給量が県内需要量
を大幅に上回っており、他県へ電力供給していることが要因と考えられる。
「食料品」に関しては、高知県では移輸出額は大きいものの純移輸出額では大幅な赤字となっていた
が、徳島県では純移輸出額も黒字を確保している。
「商業」については、移輸出額自体は829億円と業種別で６位となっているものの、純移輸出額は約
▲1,278億円の大幅な赤字となっている。但し、2005年の純移輸出額は約▲2,081億円、2011年は約▲
1,741億円と、徐々に改善傾向にある。

図表―26 外貨獲得産業（産業連関表107部門）上位10業種

3 2005年から2011年にかけて業種分類が変更されており、「電子デバイス」に関しては、2005年との比較はできな
い。
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（出所）徳島県「平成27年徳島県産業連関表（107部門）」



図表―27 業種別純移輸出額の推移

外貨獲得産業の上位10業種について、それぞれの移輸出率、移輸入率の推移をみると、多くの業種で
大幅に域際収支の変動が起きている。2011年から2015年にかけては県全体で移輸出率、移輸入率がそれ
ぞれ３～４％程度低下しているが、医薬品、電力、食料品、商業、無機化学工業製品など主力産業の動
向が全体の変動に大きく影響している。
医薬品製造業に関しては、概ね移輸出率も移輸入率も100％近くで推移していたが、2011年から2015
年にかけて、特に移輸入率が大幅に低下した。分母である県内需要が伸びた一方で移輸入額が前年の
605億円から248億円へと大きく減少しており、医薬品製剤の原料となる中間財としての医薬品等が内製
化されたなどの可能性が考えられる。
全ての業種において域際収支の変動要因を明らかにすることは困難だが、外貨獲得産業上位10業種の
うち７業種までが製造業（高知県は３業種）である。徳島県においては製造業、特に少数の有力企業の
影響力が大きいため、それら企業の調達・販売の商流変化や事業戦略の変化といった要因が県全体に影
響しやすいと考えられる。
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（注）2005年産業連関表における「電子デバイス」、「はん用機械製造業」、産業分類が異なるため表示していない。
（出所）徳島県「産業連関表（各年版）」

（出所）資源エネルギー庁「電力調査統計」



図表―28 徳島県の域際収支の推移（10業種）
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（出所）徳島県産業連関表から四国銀行作成



（６）徳島県の経済を支える産業③：所得創出産業
人口一人当たりの産業別粗付加価値額をみると、２番目に多い「医薬品製造業」は約277千円と全国
平均（約56千円）の約５倍も大きい。同業種を含めた「化学工業」の特化係数は2.26と非常に高く、移
輸出額も徳島県内で最も大きい産業である。「医薬品製造業」は雇用を生み出し、外貨を稼ぎ高付加価
値を生み出す産業として、圧倒的な強みを持っている。

図表―29 徳島県の人口一人当たり粗付加価値額（上位20業種）

また、９番目の「電子デバイス製造業」は全国平均（約53千円）の約２倍にあたる約108千円となっ
ている。ほかに、「無機化学工業製品」も全国との比較では３倍程度の付加価値を生み出しており、こ
れらの製造業は事業所・従業者数は少数でありながら、徳島県において多くの所得を生み出す重要な高
付加価値産業となっている。
一方で、「商業」は県内では最大の所得創出産業（約342千円）だが、全国平均（約751千円）と比較
すると半分以下の水準にとどまっており、四国４県の中でも最も小さい。同様に、「食料品製造業」も
徳島県内では約71千円と一定の規模がある一方、全国平均（約218千円）の約３割程度と大きく下回っ
ている。

55

経済・産業を読み解く！ピックアップレポートVol.3 徳島県の経済

四銀経営情報 2025.11

（出所）徳島県「平成27年（2015年）徳島県産業連関表（107部門）」を基に四銀地域経済研究所作成



図表―30 人口一人当たり粗付加価値額（移輸出額上位10業種）全国と徳島県の比較

（７）産業の成長性
国勢調査における業種別の就業者数増減（2010年から2020年の増減）から、徳島県における産業の成
長性をみてみよう。
徳島県において最も就業者が増加したのは「社会保険・社会福祉・介護事業」の6,000人で、そのう
ち約６割程度が「老人福祉・介護事業」の増加となっているほか、「障害者福祉事業」の就業者数も
2010年から2020年にかけて約1.8倍へと増加している。また、全国的には減少している「訪問介護事業」
の就業者数が増加していることも、徳島県の特徴としてあげられる。
「電子部品・デバイス・電子回路製造業」についても、全国の就業者数が100千人減少している中、
徳島県では1,310人増加している。徳島県を代表する産業であり、移輸出額、付加価値の大きさを原動
力として、今後も雇用吸収力が高まっていくことが期待される。
就業者が減少している産業としては「農業」が最大で、10年間で5,790人減（▲22％）となっている。
雇用吸収産業であり、かつ外貨獲得産業として重要な農業だが、高齢化と新規就農が少ないことにより
大幅な減少が続いており、深刻な担い手不足が懸念される。
そのほか、「卸売業（▲3,220人）」や「飲食料品小売業（▲1,470人）」など、域内市場が中心となる
商業部門の減少が大きいほか、「娯楽業（▲1,340人）」、「宿泊業（▲1,110人）」などサービス業が減少
しているのは高知県と同じである。2020年はコロナ禍という特殊要因はありながらも、観光産業の中核
である「宿泊業」において就業者数が３分の２程度に落ち込んでいる。アフターコロナでどの程度回復
しているかにもよるが、観光は外貨獲得のための重要な産業であり、DMO等を通じた更なる観光振興
が必要であろう。
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（出所）徳島県「平成27年徳島県産業連関表」総務省「平成27年産業連関表」を基に四銀地域経済研究所作成



図表―31 就業者数の増加が多い上位10業種

図表―32 就業者数の減少が多い上位10業種

（参考）「社会保険・社会福祉・介護事業」における就業者数増減の内訳

（８）産業同士のつながり
ここでは、徳島県の主力産業である「医薬品」と「電子デバイス」について、県内の産業とのつなが
りを知るため、調達先産業の自給率と移輸入の状況を概観する。なお、ここで推計に使用した「移輸入
係数」は各産業の平均値であり、必ずしも個々の産業同士のつながりを反映しているものではない。ど
の産業にとって、どの産業のウェイトが高いか、またその推移を中心にご理解頂きたい。
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2010年 2020年 増減 寄与度 2010年 2020年 増減 寄与度 

（出所）：総務省「平成22年国勢調査」「令和２年国勢調査」をもとに四銀地域経済研究所作成



医薬品では、中間財として「有機化学工業製品」や「医薬品」、「プラスチック製品」といった産業が
並ぶほか、「広告」部門のウェイトが高くなっている。これらは生産が増加するにつれて移輸入への依
存が高くなっていったが、2015年にはこれら中間財の移輸入率が軒並み下がっており、医薬品の移輸入
率が大きく低下する要因となったと考えられる。

図表―33 医薬品部門における調達の域際バランス（2000年～2015年比較）

電子デバイス（LED含む）4の生産が本格的に拡大したのは2000年以降のことで、2000年時点では調
達も少ないながら、調達先各産業では比較的自給率が高いものが多かった。
以降、生産額が増加するにしたがって調達も増加していくが、中間財である「その他の電子部品」「そ
の他の電気機器」のウェイトが高く、これら産業では自給部分が少ないため、電子デバイス産業全体と
しての移輸入率の高さにつながっている。2015年には自給率がやや上昇しているが、徳島県では2005年
に「LED バレイ構想」、2019年に「次世代 LED バレイ構想」を策定して LED 関連企業の集積に力を
入れており、それまでよりも調達先産業の自給率が向上した可能性がある。

4 2011年に産業分類が変更されており、2005年以前の「半導体素子・集積回路」と2011年以降の「電子デバイス」
は連続しないが、いずれも LEDを含む産業分類として参考に掲載している。
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（出所）徳島県「2000年徳島県産業連関表（104部門）」 （出所）徳島県「2005年徳島県産業連関表（108部門）」
から四銀地域経済研究所作成 から四銀地域経済研究所作成

（出所）徳島県「2011年徳島県産業連関表（108部門）」 （出所）徳島県「2015年徳島県産業連関表（107部門）」
から四銀地域経済研究所作成 から四銀地域経済研究所作成



図表―34 半導体素子・集積回路部門、電子デバイス部門における調達の域際バランス（2000年～2015
年比較）

４．徳島県経済の総括と高知県が学ぶべき方向性についての考察
（１）徳島県と高知県の共通する点、相違する点
① 地理的要因
両県はともに四国山地が県土の大部分を占め、豊富な水量を持つ河川と海に恵まれているなど、自然
環境は似通っている。ただ、両県の間で決定的に違うのが、大市場である関西圏との距離とアクセスで
ある。同じ四国にありながら、徳島県は「関西の台所」と呼ばれるほど経済的・文化的に関西圏と近い
うえ、大鳴門橋、明石海峡大橋で結ばれており、時間的・心理的な距離が近い。2010年に発足した「関
西広域連合」には四国から唯一、徳島県が参加しており、関西圏との結びつきをますます強くしている。

② 人口・労働力
人口の少なさと高齢化の進展、労働力人口（＝地域の担い手、働き手）の減少にどう対応していくか
という課題は両県に共通しており、県庁所在市に人口が集中する点でも共通している。
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（出所）徳島県「2000年徳島県産業連関表（104部門）」 （出所）徳島県「2005年徳島県産業連関表（108部門）」
から四銀地域経済研究所作成 から四銀地域経済研究所作成

（出所）徳島県「2011年徳島県産業連関表（108部門）」 （出所）徳島県「2015年徳島県産業連関表（107部門）」
から四銀地域経済研究所作成 から四銀地域経済研究所作成



市単体でみれば徳島市より高知市への集中度のほうが高いが、徳島市周辺のベッドタウンまで考慮す
ると遜色ない水準の集中度となっている。中山間地域等における地域・経済振興は、両県が直面する大
きな課題だ。

③ 所得
高知県においては、県平均以上の所得があるのは高知市と大川村だけで、実質的には、高知市の単独
一強状態である。徳島県においても徳島市の所得が最も高いが、ベッドタウンでもある周辺の町、製造
業が集積する阿南市などでも相応に高く、高知県のような極端な一強状態とまではいえない。とはいえ
地域による所得格差は大きく、それが人口の集中などにもつながっている点では同じである。

④ 経済・産業
徳島県では製造業が産業の中核をなし、特に大塚グループや日亜化学といった全国区の企業の成長が
経済を牽引してきた。他にも四国化工機㈱（紙容器成型充填機の国内シェア70％、世界シェア20％）や、
坂東機工㈱（自動車用窓ガラス加工装置の世界シェア80％）など、グローバル展開している企業が数多
く存在する。
高知県にも世界シェアを持つなどの有力企業はいくつかあるが、一社で県全体の産業構造を変えてし
まうようなインパクトのある企業・産業はない。高知県では製造業のウェイトが小さく、外貨獲得を農
業・漁業といった第一次産業や観光関連産業に、経済成長を建設業や医療、福祉等に依存している点で、
徳島県とは大きく異なる。

（２）徳島県産業・経済の課題
① 人口・労働力
徳島県の課題の一つとして、労働力率が低いことがあげられる。少子高齢化により労働力が減少して
いく中にあって、労働力率の向上を図っていくことが必要であろう。
高齢化の影響もあって労働力率が低下しつつあるという点では両県とも同じだが、女性と高齢者の活
用という点では高知県のほうが進んでいる。徳島県でも、女性社長の割合が全国トップ、主要経済団体
のトップに女性が就任するなど女性活躍の推進は進んでいるが、県全体の労働力という点においては改
善の余地が認められる。保育所の整備など女性が働きに出やすい社会環境の整備や、女性のみならず高
齢者や外国人も働きやすいユニバーサルな職場環境の整備を進める等の対策が有効と考えられる。
徳島県も「関西の台所」と言われるほど農業が盛んな県だが、農業就業者の高齢化は高知県を凌ぐ。
農業はただでさえ若年労働者の新規就農が少ないのに、製造業の雇用吸収力が強いがゆえに、さらに新
規就農者が少なくなっている。年齢層ごとに就業業種をみると、40代までの層で製造業の割合が高く、
若い層ほど製造業に集中していることがわかる。農業に限らず、製造業以外の産業についていかに生産
性を向上させ、活力を維持していくかが徳島県の重要な課題であろう。
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図表―35 徳島県の年齢階層別・産業別就業者割合

② 所得
所得の地域間格差という点でも課題を残す。発展した県都や工業地帯とそれ以外の地域の所得格差が
大きく、これがさらに県都への人口移動を誘発する要因となっている。中山間地域との経済格差と過疎
化、県都への人口集中は全国的な課題だが、そもそも人口が少ない徳島県にとって、中山間地域の行政・
コミュニティ機能の低下は対応すべき喫緊の課題である。

③ 産業構造
域際収支の視点では、外貨獲得産業としての医薬品、電子デバイスの存在感が非常に大きい。製造業
を中心として外貨は獲得できているが、一方で対事業所・個人サービスや情報通信、商業などの移輸入
率が高く、製造業で稼いだ外貨がサービス業で流出する構造になっている。獲得した外貨をいかに地域
内で循環させていくか、検討の余地がある。
医薬、電子デバイスなど、経済を支える産業があることはストロングポイントだが、一方で中核産業
への依存度が高く、県全体として経済の多様性・柔軟性が低いことも課題と言える。
また、これら産業は自動車産業のようなピラミッド構造ではないため、下請け・孫請けなどの取引関
係が少なく、地域内での経済波及効果は相対的に小さい。県全体として、産業が大きく成長することは
メリットもありながら、特定の産業の一本足打法になることにはリスクも存在する。有力産業を振興し
つつ、地域の経済循環を意識した、バランスの取れた産業構造を目指すべきであろう。

（３）徳島県から高知県への示唆
徳島県と高知県は隣接しており、自然環境や人口構成など似ているところもあるが、地理的要因や産
業構造が大きく異なるほか、経済を牽引する大企業の存在など決定的な違いもある。なかなか徳島県の
良いところを真似しようというわけにはいかないのが実際のところだ。
その中で、もう一つ徳島県と高知県が異なると感じたのは、行政のスタンスである。高知県では、農
業振興や観光振興といった産業振興策を進める場合に、どちらかというと県が主導することが多いよう
に見受けられる。一方、徳島県では、自律的に成長する企業が動きやすいように県がサポートする、い
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（出所）総務省「令和２年国勢調査」



わば「民主導型の経済成長」といっていい。
どちらが良いとは言えないし、産業構造など経済の構成要素によって行政のスタンスは選択されるべ
きものだろう。高知県としては、「主力産業」と言える有力な産業がないぶん、育成すべき産業分野等
に関しては手厚く支援を行い、民間の事業者が起業や事業拡張などをしようとした場合のハードルを下
げるなどの環境整備が必要だ。民間事業者としては、そのように様々な支援が整えられた環境のもと、
まずは自助努力を前提とし、足りない部分で行政のサポートを活用する。一方の行政は、民間が自ら成
長しようとする活力を阻害しないよう、出すぎることなく最大限の支援を整える。こうした官民のバラ
ンスが最適化されたときに、高知県の経済は新たな局面を切り開くことができるのではないか。
高知県では、一次産業や観光関連産業によって外貨を獲得し、獲得したマネーを地域内で循環させる
ことによって所得向上を目指す「地域内経済循環」を志向している。これは非常に重要なことだが、経
済は県単体で完結するわけではない。時と場合によって、県内のみならず四国内での循環という観点も
持つ必要があるだろう。四国４県が相互に連携し、より広範な経済圏として一体化することで、各地域
に平等に所得が落ちていくのが理想である。
その枠組みの整備と社会的意識の醸成は、主に行政が主導すべきことである。その上で必要なのは、
現実に経済を回し社会を発展させる、企業と県民の理解と実践だ。そして私たち金融機関には、それを
サポートし牽引する責務がある。産官学、様々な関係機関とともに、企業と県民の皆さまがこの地域で
暮らしていけるよう、責務を全うしなければならない。

（了）

Disclaimer
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・本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、取引の勧誘を目的としたものではありま
せん。

・本資料は、当行が信頼できると判断した各種データに基づき作成されておりますが、その正確性、
確実性を保証するものではありません。
・本資料のご利用に際しては、ご自身の判断にてなされますようお願い申し上げます。本資料に掲
載された情報を利用したことによって利用者等に何らかの損害が発生したとしても、かかる損害
について当行は一切の責任を負いません。
・本資料に記載された内容は予告なしに変更されることがあります。
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高知県の景気動向を観測するため、県内企業経営者へのアンケート方式による景況調査を年４回
（２・５・８・11月）実施している。 ※1992年調査開始(年２回)、2000年から(年４回)変更
調査目的 高知県内企業の景況感把握
調査対象 高知県内に事業所を置く法人160/239社（回答率66.9％）
調査方法 郵送、電子メール
調査事項 自社業況の総合判断、売上高、経常利益、設備投資、在庫、雇用など
調査時期 2025年８月５日 ～ ９月２日

Summary
◆ 今期（2025年７～９月期）自社業況の総合判断 BSI は、全産業で－３となり、前期（2025年４
～６月期）－１より２ポイント低下した。

◆ 製造業は前期と同じく－２となった。非製造業は前期０より３ポイント低下し－３となった。
製造業で３期連続、非製造業で２期ぶりのマイナスとなった。

◆ 来期（10～12月期）は全産業で＋４の見通し。製造業は＋２、非製造業は＋５と、ともに好転
する見通し。

Business Survey Index（ビジネス サーベイ インデックス）の略称。
好転した企業と悪化した企業の割合の差で企業経営者のマインドから景気判断をみ
る指標である。前回調査と比較し、BSI がプラスであれば、その項目は「良い、好転、
上昇」とみることができ、逆にマイナスであれば「悪い、悪化、下降」と判断できる。

BSI について

調 査 要 綱

業種別回答企業数
業 種 回答企業数 構成比

製

造

業

飲食料品 13 8.1
木材・木製品 5 3.1
製紙 6 3.8
機械 9 5.6
窯業・土石 4 2.5
その他製造 13 8.1
製造業 計 50 31.3

非

製

造

業

スーパー 6 3.8
衣料品販売 3 1.9
飲食料品販売 6 3.8
自動車販売 5 3.1
建築資材販売 7 4.4
石油販売 5 3.1
その他販売 21 13.1
運輸・倉庫 8 5.0
宿泊・飲食 11 6.9
情報通信 5 3.1
不動産・物品賃貸 3 1.9
医療・介護・福祉 5 3.1
その他サービス 8 5.0
建設 17 10.6
非製造業 計 110 68.8
合 計 160 100.0

資本金規模別回答企業数
規 模 回答企業数 構成比

10百万円未満 16 10.0
10百万円以上～30百万円未満 68 42.5
30百万円以上～50百万円未満 43 26.9
50百万円以上～100 百万円未満 18 11.3
100 百万円以上 12 7.5
資本金に該当しない企業 3 1.9

合 計 160 100.0

従業員規模別回答企業数
規 模 回答企業数 構成比

10人未満 16 10.0
10人～49人 63 39.4
50人～99人 35 21.9
100人～199人 28 17.5
200人以上 18 11.3

合 計 160 100.0
注：小数点第２位以下を四捨五入し、端数処理するため、
合計が 100％にならない場合がある。

※資本金に該当しない企業…（社会福祉法人、医療法人等）
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１ 2025年７～９月期（今期）見込みと2025年10～12月期（来期）見通し

2025年７～９月期（今期）見込み
～個人消費関連業種は概ね堅調に推移～
◆自社業況の総合判断 BSI は、全産業で前期
（2025年４～６月）－１より２ポイント低下し
－３となった。前期と比較すると、20業種中
７業種で好転、10業種で悪化した。
◆製造業は、前期と同じく－２となった。３期
連続のマイナス。木材・木製品（＋20）や飲・
食料品（＋15）はプラスが続いている。一方、
窯業・土石（－25）やその他製造（－23）は
マイナスが続いている。
◆非製造業は、前期０より３ポイント低下し－
３となった。自動車販売（＋20）や情報通信
（＋20）は好転した。一方、衣料品販売（－33）
やその他サービス（－25）は悪化した。医療・
介護・福祉（＋40）やスーパー（＋33）、宿泊・
飲食（＋18）、飲食料品販売（＋17）、建設（＋
６）はプラスが続く一方、建設資材販売（－43）
や石油販売（－40）、その他販売（－24）はマ
イナスが続いている。

2025年10～12月期（来期）見通し
◆全産業で今期－３より７ポイント上昇し＋４
の見通し。
◆製造業は、今期－２より４ポイント上昇し＋
２の見通し。
◆非製造業は、今期－３より８ポイント上昇し
＋５の見通し。

（１）自社業況の総合判断ＢＳＩ

自社業況の総合判断 推移表
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（２）売上高ＢＳＩ

2025年７～９月期（今期）見込み
～製造業2期連続のプラス～
◆売上高 BSI は、全産業で前期＋２より１ポイ
ント低下し＋１となった。前期と比較すると、
20業種中10業種で好転、10業種で悪化した。
◆製造業は、前期＋４より２ポイント上昇し＋
６となった。窯業・土石（＋25）や製紙（＋17）、
機械（＋11）は好転した。木材・木製品（＋20）
や飲・食料品（＋15）はプラスが続く一方、
その他製造（－23）はマイナスが続いている。
◆非製造業は、前期＋１より３ポイント低下し
－２となった。飲食料品販売（＋33）や不動
産・物品賃貸（＋33）、自動車販売（＋20）、
情報通信（＋20）、建設（＋６）は好転した。
一方、建設資材販売（－71）や衣料品販売（－
33）、その他サービス（－25）、その他販売（－
24）は悪化した。スーパー（＋50）や医療・
介護・福祉（＋40）、宿泊・飲食（＋27）はプ
ラスが続く一方、石油販売（－60）はマイナ
スが続いている。

2025年10～12月期（来期）見通し
◆全産業で今期＋１より９ポイント上昇し＋10
の見通し。
◆製造業は、８ポイント上昇し＋14の見通し。
◆非製造業は、10ポイント上昇し＋８の見通し。

売上高ＢＳＩ推移表
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（３）経常利益ＢＳＩ
経常利益ＢＳＩ推移表

2025年７～９月期（今期）見込み
～物価上昇を販売価格に転嫁できない状況が続く～
◆経常利益 BSI は、全産業で前期－７より４ポ
イント低下し－11となった。23期連続のマイ
ナス。前期と比較すると、20業種中８業種で
好転、11業種で悪化した。人件費を含めた物
価などの上昇を販売価格に一部転嫁できてい
ない状況が続いている。この傾向は、特に製
造業で強まっている。
◆製造業は、前期－６より14ポイント低下し－20
となった。機械（－22）や飲・食料品（－８）
は悪化した。窯業・土石（－75）やその他製
造（－31）はマイナスが続いている。
◆非製造業は、前期と同じく－７となった。飲
食料品販売（＋33）や自動車販売（＋20）、情
報通信（＋20）は好転した。一方、その他サー
ビス（－25）や運輸・倉庫（－13）は悪化した。
スーパー（＋50）や医療・介護・福祉（＋40）、
宿泊・飲食（＋９）はプラスが続く一方、建
設資材販売（－71）や石油販売（－60）、その
他販売（－24）、建設（－12）はマイナスが続
いている。

2025年10～12月期（来期）見通し
◆全産業で今期－11より10ポイント上昇し－１
の見通し。
◆製造業は12ポイント上昇し－８の見通し。
◆非製造業は10ポイント上昇し＋３の見通し。
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- 2 - 1 - 1 
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（４）在庫ＢＳＩ

在庫ＢＳＩ推移表

2025年７～９月期（今期）見込み
～全体として適正水準～
◆在庫 BSI は、全産業で前期－１より５ポイン
ト上昇し＋４となった。
◆製造業は、前期－６より６ポイント上昇し０と
なった。その他製造（－15）や飲・食料品（－８）
でやや不足感がみられる。一方、窯業・土石
（＋50）や製紙（＋17）で過剰感がみられる。
製造業全体では「適正」と回答した企業が約
８割あり、適正水準にある。
◆非製造業は、前期＋１より５ポイント上昇し
＋６となった。自動車販売（－40）で不足感
がみられる。一方、不動産・物品賃貸（＋50）
や衣料品販売（＋33）、その他販売（＋25）で
過剰感がみられる。非製造業全体では「適正」
と回答した企業が約9割あり、適正水準にある。

2025年10～12月期（来期）見通し
◆全産業で今期＋４より５ポイント低下し
－１となる見通し。
◆製造業は６ポイント低下し－６の見通し。
◆非製造業は４ポイント低下し＋２の見通し。

※在庫を保有している企業を100として算出。
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（５）資金繰りＢＳＩ

資金繰りＢＳＩ推移表

2025年７～９月期（今期）見込み
～全体的に良好といえる～
◆資金繰り BSI は、全産業で前期＋11より５ポ
イント低下し＋６となった。全般的な資金繰り
は良好といえる。
◆製造業は、前期＋４より２ポイント上昇し＋６
となった。マイナスの業種はない。
◆非製造業は、前期＋14より８ポイント低下し＋６
となった。マイナスは、医療・介護・福祉（－40）、
その他サービス（－38）、衣料品販売（－33）
の３業種。

2025年10～12月期（来期）見通し
◆全産業で今期＋６より１ポイント上昇し＋７の
見通し。
◆製造業は今期と同じく＋６の見通し。マイナス
の業種はない見通し。
◆非製造業は１ポイント上昇し＋７の見通し。そ
の他サービス（－38）や医療・介護・福祉（－20）
では、マイナスが続く見通し。
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２ 設備投資

（１）設備投資動向

【全産業】設備投資動向推移表

2025年下半期（７～12月期）見込み
～非製造業が前向きな姿勢～
◆今期、新規・継続設備投資をする企業の割合
は前期（2025年１～６月）44％より３ポイン
ト上昇し47％となった。新規投資は前期と同
じく11％となった。
◆製造業は、前期61％より５ポイント低下し56％
となった。うち「新規投資」は前期18％より
６ポイント低下し12％となった。
◆非製造業は、前期36％より７ポイント上昇し
43％となった。うち「新規投資」は前期７％
より3ポイント上昇し10％となった。
◆製造業は設備投資に慎重な姿勢となっている
が、非製造業はマインドが高まりつつある。

2026年上半期（１～６月期）計画
◆2026年上半期に設備投資を計画する企業の割
合は全産業で46％、うち新規投資は13％となっ
た。
◆計画については、従来から保守的に回答する
傾向があるが、非製造業は、今期の新規投資
10％を３ポイント上回る13％となる計画であ
り、前向きな姿勢がみられる。
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◆2025年下半期の設備投資目的は、全産業で「維持・補修・更新」が79％で最も高く、前期70％より９
ポイント上昇した。次いで「合理化・省力化」36％、「生産・販売力の拡充」25％、「情報化（ＩＴ化）
関連」21％と続く。
◆製造業においては、「生産・販売力の拡充」が前期29％より12ポイント低下し17％となった。前向き
な投資に慎重な姿勢がみられる。

（２）設備投資目的
① 2025年下半期（７～12月期）見込み

② 2026年上半期（１～６月期）計画

◆2026年上半期の設備投資計画は、全産業で「維持・補修・更新」が72％で最も高く、次いで「合理化・
省力化」42％、「生産・販売力の拡充」29％、「情報化（IT化）関連」18％となった。
◆製造業で、「合理化・省力化」が2025年下半期（７～12月期）見込み38％より20ポイント上回る58％
となった。人手不足への対策の必要性を感じているとみられる。
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３ 雇用

雇用ＢＳＩ推移表

2025年７～９月期（今期）見込み
～強い人手不足感が続いている～
◆雇用 BSI は全業種で前期－34より４ポイント
上昇し－30となった。強い逼迫感が継続して
いる。2013年７～９月期からマイナスが続い
ている。
◆製造業では－22となり、前期より11ポイント
上昇。製紙（０）を除くすべての業種でマイ
ナスとなった。特に、木材・木製品（－40）
などでの不足感が強い。
◆非製造業では、前期と同じく－34となった。
衣料品販売（＋33）と医療・介護・福祉（０）
以外のすべての業種でマイナスとなった。特
に、飲食料品販売（－67）やスーパー（－50）、
宿泊・飲食（－46）、石油販売（－40）などで
の不足感が強い。

2025年10～12月期（来期）見通し
◆雇用 BSI は全産業で－35（製造業－34、非製
造業－36）と人手不足は続く見通し。衣料品
販売（＋33）と医療・介護・福祉（０）以外
のすべての業種でマイナスとなる見込み。
◆非製造業の個人消費関連を中心に不足感が強
く、人手不足を要因としたビジネスチャンス
の逸失などが続いている。
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４ 経営上当面の課題

◆全産業で「仕入れ価格の上昇」が48％と６期連続で一番の経営課題となった。続いて「人手・人材不
足」が44％となった。
◆製造業では「仕入れ価格の上昇」が56％と15期連続で最も高いが、前期の71％より15ポイント低下し
た。特に機械（78％）や飲・食料品（77％）、製紙（67％）で高い割合を示した。
◆非製造業では「人件費高」が48％と最も高い。特にスーパー（83％）や建設資材販売（71％）、不動産・
物品賃貸（67％）、自動車販売（60％）などで高い割合を示した。

◆全産業で「販売力の強化」が53％と最も高い。
◆製造業では「販売力の強化」が56％と最も高く、「合理化・効率化」48％、「品質・サービスの向上」42％
と続いた。
◆非製造業でも「販売力の強化」が51％と最も高く、「合理化・効率化」41％、「品質・サービスの向上」
39％と続いた。

５ 今後の経営方針



2025年５月16日、発注者・受注者の対等な関係に基づき、事業者間における価格転嫁及び取引の適正
化を図るための「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律」が成立し、
同月23日に公布されました。本改正により、「下請代金支払遅延等防止法」は、「製造委託等に係る中小
受託事業者に対する代金の遅延等の防止に関する法律（略称：中小受託取引適正化法、以下改正下請
法）」に名称変更され、2026年１月１日から施行されます。
本改正の主な内容について、押さえておくべきポイントを紹介します。

１．下請代金支払遅延等防止法の概要

今回改正される「下請代金支払遅延等防止法（以下、下請法）」は、下請取引の公正化と下請事業者
の利益保護を目的として、昭和31年（1956年）に制定された法律です。（図表－１）。
親事業者と下請事業者との間で行われる下請取引では、仕事を発注する側の親事業者の方が、下請事
業者よりも有利な立場になりがちです。そのため、親事業者の都合によって、下請代金の支払が遅れた
り、代金を不当に引き下げられたりするなどして、下請事業者が不利な扱いを受けてしまう場合が少な
くありません。下請法ではこれを防ぐため、親事業者に対して委託取引における義務と禁止事項を定め
ています。

図表－１ 下請法の概要
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下請法改正（中小受託取引適正化法）のチェックポイント

資料：公正取引委員会ＨＰ



２．改正下請法の概要

（１）施行日：2026年１月１日
（２）法改正の目的

近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、発注者・受注者の対等な関係
に基づき、サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を定着させる。

（３）改正事項の内容（図表－２）
①「下請」等の用語の見直しに伴う各名称の変更
・現行法における「下請」という用語は、発注者と受注者が対等な関係ではないという語感を与える
という指摘があります。また、時代の変化に伴い、「下請」という用語が使われなくなっています。
・これを踏まえ、用語や法律名称が以下の通り改正されます。

図表－２ 改正下請法施行に伴う各名称の変更内容一覧

② 対象となる取引の追加（図表－３）
・現行法では物品の運送の再委託のみ対象（役務提供委託に該当）となっていましたが、発荷主から
元請運送事業者への委託は対象外（独占禁止法の物流特殊指定で対応）となっていました。
・立場の弱い物流事業者が、荷役（荷物の積み降ろしや運搬等、運送以外に発生する様々な業務）、
荷待ち（荷物の積み降ろしのために、物流拠点で待機する時間）を無償で強要されるなど、荷主・
物流事業者間の問題が顕在化しています。
・これを踏まえ、運送事業者間の再委託に加え、発荷主から運送事業者への委託も改正下請法の規制
対象に追加されます。
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資料：公正取引委員会資料をもとに四銀地域経済研究所作成



図表－３ 改正下請法が適用される取引

③ 従業員基準の追加（図表－４）
・実質的には事業規模は大きいものの資本金が少額である事業者や、減資をすることによって、本法
の対象とならない例があります。また、本法の適用を逃れるため、受注者に増資を求める発注者も
存在します。
・これを踏まえ、現行法の適用基準①取引の内容、②資本金区分に加え、③従業員基準が新たに追加
されます。
・委託取引ごとに規模要件を判断し、資本金基準・従業員基準いずれかの要件を満たした場合に適用
されます。したがって、今まで対象とならなかった委託取引についても適用される可能性があるの
で注意が必要です。

図表－４ 改正下請法が適用される資本金・従業員基準
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資料：公正取引委員会資料をもとに四銀地域経済研究所作成



【参考】相互に委託取引が適用されるケース

④ 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止（図表－５）
・コストが上昇している中で、協議することなく価格を据え置いたり、コスト上昇に見合わない価格
を一方的に決めたりするなど、上昇したコスト分の適切な価格転嫁が行われる取引環境の整備が課
題となっています。

・現行法で規制対象となっている「対価引下げ型」に加え、中小受託事業者から価格協議の求めがあっ
たにも関わらず、協議に応じなかったり、委託事業者が必要な説明を行わなかったりするなど、一
方的に代金を決定して、中小受託事業者の利益を不当に害する行為を禁止する規定が新設されま
す。

図表－５ 規制対象となる代金額の決定プロセスの具体例

⑤ 手形払等の禁止（図表－６）
・支払手段として手形等を用いることにより、発注者が受注者に資金繰りに係る負担を求める商慣習
が続いています。
・これを踏まえ、中小受託事業者の保護のため、改正下請法の対象取引における支払手段として、手
形払が禁止となります。

76

法務コーナー

四銀経営情報 2025.11

資料：公正取引委員会資料をもとに四銀地域経済研究所作成

資料：公正取引委員会資料をもとに四銀地域経済研究所作成



・電子記録債権（でんさい）やファクタリングについても、支払期日までに代金に相当する金銭（手
数料等を含む満額）を得ることが困難であるものについては同様に禁止されます。

図表－６ 手形払等の禁止に伴う現金受領までの期間の違い

⑥ 面的執行の強化（図表－７）
公正取引委員会、中小企業庁、事業所管省庁の連携した執行を拡充するため、従前は調査権限のみ
与えられていた事業所管省庁の主務大臣に、指導・助言権限が付与されます。また、事業所管省庁
（「トラック・物流Ｇメン」など）に通報した場合、下請法の「報復措置の禁止1」の対象となってい
ないことを受け、申告先として事業所管省庁の主務大臣が追加されます。

図表－７ 委託事業者に対する関係省庁の監督体制

⑦ その他の改正事項
・製造委託の対象物に、物品の製造に用いられる金型に加え、木型や治具等が追加されます。
・書面などの交付義務について、中小受託事業者の承諾の有無にかかわらず、必要的記載事項を電磁
的方法により提供可能となります。
・遅延利息の対象に「減額」が追加されました。委託事業者が、中小受託事業者に責任がないのに、
発注時に決定した製造委託等代金を減額した場合、起算日から減額した金額の支払日までの期間に
ついて、減額分に対して遅延利息を支払う義務が追加されます（図表－８）。

1 中小受託事業者が委託事業者の下請法違反行為を公正取引委員会等に知らせたことを理由として、委託事業者が
その中小受託事業者に対して取引数量を減じたり、取引を停止したり、その他不利益な取り扱いをすることを禁止
するもの（公正取引委員会ＨＰ）
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資料：公正取引委員会ＨＰ

資料：公正取引委員会ＨＰ



図表－８ 製造委託等代金を減額した場合における遅延利息の具体例

・受領拒否や支払遅延等、改正下請法の禁止行為を行った委託事業者に対して、勧告前に是正された
場合でも再発防止策などを勧告できるように改正されています。

３．改正下請法に係るチェックポイント

帝国データバンクが2025年６月に実施した「改正下請法に関する企業の意識調査」によると、改正下
請法の認知度は全体では57.4％となっていますが、地域別では四国での認知度は52.9％と平均に比べて
認知度が低くなっています（図表－９）。対象取引に「特定運送委託」が追加されたり、適用基準に「従
業員基準」が追加されたりと、思わぬ取引が当てはまる可能性があります。今一度改正下請法の内容を
確認し、自社の委託取引で該当するものがないか確認が必要です。

図表－９ 改正下請法の認知度

また同調査では、「下請法」が改正されることを知っていた発注者1,831名のうち、19.4％が「資金繰
りの悪化」によるマイナスの影響を懸念しています（図表－10）。2024年度の手形交換残高は10年前と
比較して10分の1以下となってはいますが、手形取引の比較的多い業種（製造業、卸売業等）を中心に、
運転資金やＣＣＣ（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）の変化について注視する必要があります。
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資料：公正取引委員会ＨＰ

資料：帝国データバンク「改正下請法に関する企業の意識調査（2025年６月）」



図表－10 改正下請法施行に伴い想定されるプラスの影響／マイナスの影響
① 発注者

②【参考】受注者

【参考】CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）
Cash Conversion Cycle の略で、仕入れに必要な費用を支払ってから、売上代金を現金として回収
するまでの期間を指す。CCCが短いほど、事業継続のために必要な資金が少なくなり、資金繰りが安
定する。改正下請法により手形払等が禁止されるため、支払手形が多い企業にとっては買入債務回転日
数が短縮し、全体のCCCが長くなる可能性がある。

（文責：山本 翔太郎）
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資料：帝国データバンク「改正下請法に関する企業の意識調査（2025年６月）」



Disclaimer
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・本資料は公的資料等に基づき一般的な経営示唆を目的として作成されたものであり、法的助言を
構成するものではありません。具体的な実務における判断は、弁護士等専門家への相談をお願い
致します。
・本資料は、当研究所が信頼できると判断した各種データに基づき作成されておりますが、その正
確性、確実性を保証するものではありません。
・本資料のご利用に際しては、ご自身の判断にてなされますようお願い申し上げます。本資料に掲
載された情報を利用したことによって利用者等に何らかの損害が発生したとしても、かかる損害
について当研究所は一切の責任を負いません。
・本資料に記載された内容は予告なしに変更されることがあります。
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持ち直しの動き＊ ７月の「商業動態統計」によると、小売業販売額（季節調整済指数）
は前月比1.6％減。１世帯あたりの平均消費支出額を示す「世帯消
費動向指数（ＣＴＩミクロ）」の実質値（季節調整済指数）は前月
比0.8％増。新車販売台数は持ち直しの動きに足踏み。家電販売は
持ち直し。旅行はおおむね横ばい。外食は緩やかに増加。

設 備 投 資 緩やかに持ち直して
いる＊

「日銀短観」（６月調査）によると、全産業の2025年度設備投資計
画は増加が見込まれている。また、「法人企業統計季報」（４-６月
期調査）によると、季節調整済前期比で1.6％増。業種別では、製
造業は同6.3％増、非製造業は同1.0％減と製造業が牽引している。

住 宅 投 資 建築物省エネ法等改
正に伴う駆け込み需
要の反動もあり、こ
のところ弱含み＊

2025年４月の法改正に伴う駆け込み需要の反動もあり、同年月５
月の新設住宅着工戸数は過去最低水準となった。足元では徐々に
回復傾向にある。利用関係別にみると、持家および分譲住宅は、
このところ弱含んでいる。貸家は横ばい。

公 共 投 資 堅調に推移＊ ７月の公共工事出来高は前月比0.7％減。８月の公共工事請負金額
は同6.1％減。７月の公共工事受注額は同0.3％減。国の一般会計
予算における公共事業関連費は、令和６年度は補正予算を含め前
年度比1.4％増、令和７年度は前年度当初予算比で0.0％増となっ
ており、関連予算の執行により堅調に推移していくことが見込ま
れる。

輸 出 おおむね横ばい＊ アジア、ＥＵおよびその他の地域向けはおおむね横ばい。アメリ
カ向けは、輸送用機器を中心に、このところ弱含んでいる。先行
きについては、米国の関税引上げや、通商問題による世界経済を
通じた影響等に留意する必要がある。

輸 入 持ち直しの動き＊ アジアからの輸入は持ち直しの動き。アメリカおよびＥＵからは
おおむね横ばい。

生 産 活 動 横ばい ７月の鉱工業生産指数は前月比1.2％減。輸送機械および生産用機
械は横ばい。電子部品・デバイスは持ち直しの動き。

企 業 収 益 米国の通商政策によ
る影響が自動車産業
を中心にみられる中
で、改善に足踏みが
みられる＊

「法人企業統計季報」（４-６月期調査）によると、経常利益は前
年同期比0.2％増。業種別では、製造業が同11.5％減、非製造業が
同6.6％増。規模別では、大・中堅企業が同1.0％減、中小企業が
同6.0％増。

景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を
中心にみられるものの、緩やかに回復している
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

業 況 判 断 おおむね横ばい＊ 「日銀短観」（６月調査）によると、「最近」の業況判断ＤＩは、「全
規模全産業」で前期差０と横ばい。「景気ウォッチャー調査」（８
月調査）の企業動向関連ＤＩでは、現状判断、先行判断ともに上昇。

雇 用 情 勢 改善の動き ７月の完全失業率は、前月から0.2％低下し、2.3％となった。「日
銀短観」（６月調査）によると、企業の人手不足感を示す、全産業
の雇用人員判断ＤＩは－35と、３月調査（－37）から２ポイント
不足超幅が縮小。

物 価 上昇 消費者物価の基調を８月の「生鮮食品及びエネルギーを除く総合」
でみると、前月比、前年比ともに上昇。

企 業 倒 産 おおむね横ばい ５月の企業倒産（負債1,000万円以上）の件数は805件（前年同月
比11.3％増）で、３カ月連続で前年同月を上回った。負債総額は
1,143億7,300万円（同12.8％増）で、６カ月ぶりに前年同月を上
回った。

上記の＊は、前回掲載時から判断の変更があった箇所。
◆個人消費 消費者マインドが弱含んでいるものの、

雇用・所得環境の改善の動きが続く中 →持ち直しの動き
で、持ち直しの動き

◆設備投資 持ち直しの動き →緩やかに持ち直している
◆住宅投資 おおむね横ばい →建築物省エネ法等改正に伴う駆け込み需要の反動

もあり、このところ弱含み
◆公共投資 底堅く推移 →堅調に推移
◆輸 出 このところ持ち直しの動き →おおむね横ばい
◆輸 入 このところ持ち直しの動き →持ち直しの動き
◆企業収益 改善しているが、通商問題が及ぼす影響 →米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に

等に留意 みられる中で、改善に足踏みがみられる
◆業況判断 このところおおむね横ばい →おおむね横ばい

資料：内閣府「月例経済報告（令和７年９月）」などより四銀地域経済研究所作成
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概要（2025年７月）

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持ち直している ７月の小売業販売額全体では、前年同月比1.4％増と９カ月連続で増
加。調剤医薬品や健康食品が好調なドラッグストア（同7.2％増）や、
米や惣菜などの飲食料品を中心としたスーパー（同4.0％増）などが
牽引した。また、７月の乗用車の新規登録・届出台数は同2.0％減と
なり、７カ月ぶりに前年同月を下回った。

設 備 投 資 前年度を上回る見
込み

全国企業短期経済観測調査（全産業）によると、2025年度は前年度を
上回る見込み（前年度比9.9％増）。業種別では、製造業が同2.7％増、
非製造業が同19.6％増。

住 宅 投 資 前年を下回ってい
る

７月の新設住宅着工戸数は、前年同月比22.0％減となり、４カ月連続
で前年を下回った。

公 共 投 資 前年度を上回って
いる

７月の公共工事請負金額は前年同月比14.6％増となり、５カ月連続で
前年を上回った。

生 産 活 動 一進一退 ７月の鉱工業生産指数（季節調整値、2020年＝100）は95.9と３か月
連続で減少。３ヵ月後方移動平均値でも、５月100.2→６月98.9→７
月96.5と減少傾向。業種別では「電気機械工業」、「金属製品工業」な
どが上昇した一方、「汎用・生産用機械工業」、「化学・石油石炭製品
工業」などが低下した。

雇 用 情 勢 緩やかに持ち直し ７月の有効求人倍率（季節調整値）は1.33倍で、前月を0.02ポイント
上回る水準。一般新規求人数(新規学卒、パートタイムを除く)は、「建
設業」や「サービス業（他に分類されないもの）」などが前年を上回っ
たものの、「製造業」や「医療、福祉」などが前年を下回り、全体で
は前年同月比0.8％減と、３か月連続で減少。

貸 出 残 高 増加 ７月の国内銀行貸出残高は前年同月比3.3％増と、引き続き増加基調
で推移している。

企 業 倒 産 おおむね横ばい ７月の倒産件数は16件（前年同月比5.9％減）と、３か月連続で前年
を下回った。負債総額は18.3億円（同20.1％増）と、４か月連続で前
年を上回った。

持ち直しの動きがみられる
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2025年７月概況
◆ 個人消費は堅調に推移している。小売販売額は前年同月比4.3％増と９カ月連続のプラスと

なった。乗用車・軽自動車の登録・届出台数は同4.7％減と７カ月ぶりのマイナスとなった。
◆ 設備投資は持ち直しの動きが続いている。住宅投資は2025年４月の建築物省エネ法等改正

に伴う駆け込み需要の反動で減少傾向にあったが、直近の７月は前年同月比で増加した。
公共投資は横ばい圏内で推移している。また、製造業の生産は、一部で弱めの動きがみら
れるものの、全体では横ばい圏内で推移している。

◆ 先行きについては、緩やかに持ち直していくとみられる。ただし、コスト上昇と価格転嫁
の動向や、人手不足の影響と賃金の動向、各国の通商政策等の今後の展開とそれに伴う生
産や企業収益等の影響を受ける可能性がある。

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 堅調に推移 ７月の小売業販売額は、前年同月比4.3％増加。百貨店・スーパーは
大型店舗の出店や飲食料品の価格高騰などの影響により同9.5％増と
なり、全体を牽引した。７月の乗用車・軽乗用車の新車登録・届出台
数は、同4.7％減と７カ月ぶりに前年を下回った。

設 備 投 資 持ち直しの動き 全国短期経済観測調査（全産業）によると、2025年度は製造業を中心
に前年度を下回り、前年度比32.0％減となる計画。

住 宅 投 資 緩やかな持ち直し ７月の新設住宅着工戸数（持家、貸家、分譲）は、前年同月比72.1％増。
内訳をみると、持家は同11.6％減、貸家は同227.3％増、分譲住宅は
同370.0％増。

公 共 投 資 横ばい圏内で推移 ７月の公共投資請負金額は、前年同月比8.3％減。2025年度累計は、
前年同期比11.0％増。

生 産 活 動 一部で弱めの動き
がみられるもの
の、全体では横ば
い圏内で推移

７月の鉱工業生産指数（季節調整値、2020年＝100）は、96.1（前月
比4.9％減）。機械は一部で弱めの動き。食料品、パルプ・紙・紙加工
品、鉄鋼は緩やかに持ち直し。窯業・土石製品は減少。

観 光 持ち直し ７月の県内主要観光施設への入込客数は、前年同月比1.2％減となっ
たが、主要旅館・ホテルの宿泊客数は同0.6％増。ＮＨＫ連続テレビ
小説の効果により、ゆかりの地である東部地域の入込客数が増加傾向
にある。

概要（2025年７月）

景気は、緩やかに持ち直している
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

雇 用 情 勢 引き締まった状態 ７月の有効求人倍率（季節調整値）は、1.07倍で前月比0.04ポイント
下回り、２カ月連続の減少。７月の一般新規求人数（新規学卒を除き
パートタイムを含む、原数値）全体では、前年同月比5.0％減。

貸 出 残 高 前年を上回る ７月の国内銀行貸出残高は、前年同月比0.9％増。

企 業 倒 産 感染症拡大前の水
準まで増加

７月の倒産（負債額1,000万円以上）の件数は１件（前年同月比66.6％
減）、負債総額は0.1億円（同82.8％減）となった。
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概要（2025年７月）

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 物価上昇の影響
を受けつつも、
底堅く推移

７月の小売業販売額は、前年同月比0.9％増加。ドラッグストア（同
7.3％増）が全体を牽引している。また、７月の乗用車新車登録・届
出台数は同3.1％増と、７カ月連続で前年を上回った。

設 備 投 資 高水準で推移 全国短期経済観測調査（全産業）によると、2025年度は、前年度を
11.9％下回る計画ながら高水準となっている。

住 宅 投 資 弱めの動き ７月の新設住宅着工戸数は、全体で前年同月比33.8％減と、３カ月ぶ
りに前年を下回った。内訳は、持家同24.4％減、貸家同56.0％増、分
譲同79.5％減。

公 共 投 資 高水準で推移 ７月の公共投資請負金額は、前年同月比60.0％増。2025年度累計は、
前年同期比28.0％増。

生 産 活 動 足もと水準が低
下

７月の鉱工業生産指数（季節調整値、2020年＝100）は88.3、前月比
4.3％減。３カ月後方移動平均値も５月111.3→６月104.6→7月96.7と
減少傾向。

雇 用 情 勢 緩やかに改善 ７月の有効求人倍率（季節調整値）は1.18倍と前月比0.01ポイント上
回り、２か月ぶりに改善。新規求人数（原数値）（新規学卒を除きパー
トを含む）全体では、前年同月比1.6％増。

貸 出 残 高 前年を上回る ７月の国内銀行貸出残高は前年同月比0.1％減と、2カ月連続で前年同
月を下回るも、2025年全体としては引き続き堅調に推移している。

企 業 倒 産 感染症拡大前の
水準

７月の件数（負債額1,000万円以上）は７件（前年同月比40.0％増）、
負債総額は6.6億円（同16.1％増）。

景気は、持ち直しの動きが一服している
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百貨店・スーパー販売状況 （単位：億円、％）

（資料）四国経済産業局

乗用車新車登録・届出台数(軽乗用車含む) （単位：台、％）

（資料）四国運輸局、四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 27,925 96.8 28,847 93.2 40,672 96.4 45,299 96.2 145,248 97.4 4,562,184 99.8
14年 29,564 102.5 30,621 99.0 44,081 104.5 50,639 107.5 152,205 104.8 4,669,463 103.0
15年 25,794 87.2 26,206 85.6 37,515 85.1 41,713 82.4 131,228 86.2 4,215,798 90.3
16年 23,930 92.8 25,578 97.6 36,111 96.3 41,610 99.8 127,409 97.1 4,146,404 98.4
17年 25,878 108.1 26,777 104.7 38,502 106.6 44,474 106.9 135,630 106.5 4,386,314 105.8
18年 30,070 116.2 31,789 118.7 45,909 119.2 53,259 119.8 136,430 100.6 4,391,089 100.1
19年 25,576 85.1 27,312 85.9 38,640 84.2 44,797 84.1 136,325 99.9 4,301,012 97.9
20年 22,452 87.8 24,679 90.4 34,518 89.3 40,819 91.1 121,753 89.3 3,809,894 88.6
21年 21,222 94.5 22,624 91.7 32,346 93.7 37,369 91.5 113,561 93.3 3,675,650 96.5
22年 19,306 86.0 20,374 82.6 30,910 89.5 35,658 87.4 106,248 87.3 3,448,272 90.5
23年 22,124 114.6 24,346 119.5 35,746 115.6 41,565 116.6 123,781 116.5 3,992,660 115.8
24年 20,112 90.9 22,382 91.9 33,111 92.6 39,039 93.9 114,644 92.6 3,725,141 93.3

23年1月 1,778 108.2 2,117 131.6 3,065 118.0 3,481 119.1 10,441 119.0 319,866 117.4
2 2,080 129.9 2,280 134.5 3,398 129.0 3,625 121.1 11,383 127.6 356,279 122.9
3 2,681 115.6 2,815 118.3 4,086 114.2 4,761 115.4 14,343 115.6 477,937 112.1
4 1,654 115.9 1,843 118.1 2,563 114.4 3,225 122.8 9,285 118.2 289,524 118.5
5 1,376 115.5 1,660 126.0 2,361 126.9 2,903 130.9 8,300 126.0 272,034 128.4
6 1,716 119.7 2,021 124.2 2,868 122.1 3,453 128.5 10,058 124.2 332,020 123.9
7 1,757 104.3 2,033 119.0 2,856 110.5 3,333 106.8 9,979 109.7 320,993 111.4
8 1,481 116.4 1,668 122.0 2,490 122.2 2,944 124.3 8,583 121.8 280,533 119.8
9 1,996 109.3 2,070 114.0 3,183 110.8 3,606 109.3 10,855 110.6 363,391 111.8
10 1,902 117.3 1,976 116.7 3,016 112.1 3,509 115.2 10,403 114.9 334,474 113.1
11 1,931 110.5 2,047 111.7 3,098 110.6 3,463 108.5 10,539 110.1 344,042 111.7
12 1,772 115.4 1,816 102.7 2,762 103.8 3,262 106.7 9,612 106.5 301,567 106.1

24年1月 1,528 85.9 1,797 84.9 2,562 83.6 3,034 87.2 8,921 85.4 285,425 89.2
2 1,570 75.5 1,806 79.2 2,644 77.8 3,014 83.1 9,034 79.4 298,487 83.8
3 2,028 75.6 2,248 79.9 3,270 80.0 3,771 79.2 11,317 78.9 384,157 80.4
4 1,289 77.9 1,517 82.3 2,286 89.2 2,758 85.5 7,850 84.5 258,754 89.4
5 1,339 97.3 1,523 91.7 2,141 90.7 2,676 92.2 7,679 92.5 262,323 96.4
6 1,672 97.4 1,812 89.7 2,910 101.5 3,175 91.9 9,569 95.1 311,899 93.9
7 1,863 106.0 1,996 98.2 2,976 104.2 3,618 108.6 10,453 104.7 338,699 105.5
8 1,491 100.7 1,626 97.5 2,495 100.2 3,084 104.8 8,696 101.3 271,464 96.8
9 2,006 100.5 2,165 104.6 3,051 95.9 3,778 104.8 11,000 101.3 366,210 100.8
10 1,824 95.9 2,071 104.8 2,948 97.7 3,628 103.4 10,471 100.7 337,674 101.0
11 1,933 100.1 2,116 103.4 3,100 100.1 3,501 101.1 10,650 101.1 330,026 95.9
12 1,569 88.5 1,705 93.9 2,728 98.8 3,002 92.0 9,004 93.7 280,023 92.9

25年1月 1,822 119.2 2,017 112.2 3,066 119.7 3,533 116.4 10,438 117.0 327,711 114.8
2 1,984 126.4 2,286 126.6 3,388 128.1 3,841 127.4 11,499 127.3 354,135 118.6
3 2,185 107.7 2,581 114.8 3,704 113.3 4,457 118.2 12,927 114.2 420,279 109.4
4 1,555 120.6 1,803 118.9 2,586 113.1 3,102 112.5 9,046 115.2 286,794 110.8
5 1,421 106.1 1,528 100.3 2,438 113.9 2,689 100.5 8,076 105.2 269,143 102.6
6 1,821 108.9 1,888 104.2 3,158 108.5 3,441 108.4 10,308 107.7 328,750 105.4
7 1,775 95.3 2,058 103.1 3,097 104.1 3,314 91.6 10,244 98.0 325,732 96.2

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 729.5 99.7 683.9 101.3 1,605.9 98.6 2,062.1 99.5 5,081.3 99.5 197,774 100.6
14年 723.6 99.2 727.5 106.4 1,607.9 95.8 2,108.1 101.1 5,167.1 99.8 201,946 101.7
15年 719.6 99.5 747.9 102.8 1,553.5 99.6 2,095.7 100.0 5,116.3 100.2 200,487 101.3
16年 715.2 99.4 747.3 99.9 1,524.8 101.0 2,100.8 100.7 5,088.5 100.5 195,948 99.6
17年 706.0 98.7 781.3 104.6 1,502.4 98.5 2,086.9 99.3 5,073.5 99.8 196,025 100.0
18年 707.8 100.3 811.4 103.8 1,515.3 100.8 2,070.7 99.2 5,105.3 100.6 196,044 100.0
19年 697.4 98.5 820.8 101.2 1,517.1 100.1 2,057.1 99.3 5,092.3 99.7 193,962 98.9
20年 725.3 97.6 916.6 99.3 1,741.8 98.8 2,066.4 97.8 5,450.0 98.3 195,050 94.6
21年 733.1 99.9 866.7 103.6 1,767.4 98.8 2,044.6 98.4 5,411.8 97.8 199,071 100.9
22年 733.4 100.0 901.2 96.0 1,786.1 101.1 2,085.8 102.0 5,506.5 101.8 206,603 103.8
23年 755.1 103.0 939.1 104.2 1,823.1 102.1 2,104.3 100.9 5,621.6 102.1 216,049 104.6
24年 759.4 100.6 958.7 102.1 1,857.3 101.9 2,076.5 98.7 5,651.9 100.5 224,065 103.7

23年1月 62.5 103.2 78.1 105.7 152.3 103.8 179.1 103.9 471.9 104.1 17,681 105.5
2 54.7 104.6 68.8 104.9 132.8 102.9 151.2 102.4 407.4 103.3 15,820 105.2
3 61.4 102.4 75.7 104.6 148.4 101.0 173.2 100.4 458.7 101.6 17,669 103.6
4 59.5 103.3 74.8 105.8 142.6 102.8 166.0 101.3 442.9 102.8 17,095 105.2
5 63.0 103.2 78.3 103.7 148.0 100.7 172.8 100.5 462.1 101.4 17,436 103.7
6 58.9 101.9 74.0 104.3 145.3 100.5 167.7 99.3 445.9 100.8 17,461 104.3
7 65.3 103.9 80.1 105.5 159.3 104.0 184.6 103.3 489.2 104.0 18,741 105.9
8 64.3 104.0 83.5 105.9 156.1 103.1 173.5 101.9 477.5 101.4 17,859 106.5
9 59.3 103.0 75.2 103.1 145.0 101.7 161.5 100.0 441.0 100.8 17,085 104.8
10 64.2 104.2 79.0 104.2 151.2 101.7 178.2 98.1 472.6 101.0 17,999 103.9
11 61.0 101.7 76.4 103.2 151.6 102.2 175.8 100.4 464.8 101.6 18,363 104.4
12 81.1 100.9 95.2 100.5 190.6 100.9 220.7 99.7 587.6 100.4 22,846 102.6

24年1月 62.0 99.2 78.8 100.9 156.8 103.0 180.2 100.6 477.8 101.2 18,264 103.3
2 57.2 104.5 72.6 105.6 140.1 105.5 156.1 103.3 426.0 104.6 17,021 107.6
3 63.8 104.0 77.2 102.1 152.9 103.0 174.4 100.7 468.4 102.1 18,876 106.9
4 58.2 97.8 75.0 100.2 142.8 100.1 162.9 98.2 438.9 99.1 17,612 103.0
5 60.7 96.3 77.7 99.2 148.4 100.3 166.1 96.1 452.9 98.0 18,211 104.4
6 60.6 102.9 76.7 103.6 152.4 104.9 169.3 101.2 459.0 102.9 18,675 106.9
7 64.4 98.6 80.2 100.2 157.4 98.8 176.7 95.7 478.7 97.9 18,990 101.3
8 66.1 102.8 87.9 105.3 164.7 105.5 176.0 101.4 494.8 103.6 18,691 104.7
9 59.7 100.7 76.4 101.7 148.0 102.1 161.3 99.8 445.4 101.0 17,425 102.0
10 61.2 95.3 78.4 99.2 149.0 98.5 169.7 95.2 458.2 97.0 17,890 99.4
11 62.3 102.1 79.6 104.2 153.2 101.1 170.5 97.0 465.7 100.2 18,976 103.3
12 83.2 102.6 98.7 103.7 192.7 101.1 213.4 96.7 588.0 100.1 23,477 102.8

25年1月 70.5 113.7 79.2 100.5 159.9 102.0 175.5 97.4 485.1 101.5 19,022 104.2
2 63.5 111.1 72.1 99.3 142.7 101.8 151.1 96.8 429.4 100.8 17,303 101.7
3 71.4 111.8 79.6 103.1 159.2 104.1 176.0 100.9 486.3 103.8 19,354 102.5
4 67.3 115.7 75.7 101.0 150.9 105.7 164.8 101.1 458.7 104.5 18,024 102.3
5 70.2 115.7 79.0 101.7 154.3 104.0 169.1 101.8 472.6 104.3 18,498 101.6
6 68.9 113.7 76.3 99.5 155.2 101.8 172.9 102.1 473.2 103.1 18,820 100.8
7 70.5 109.5 79.8 99.5 162.7 103.4 179.9 101.8 492.9 103.0 19,259 101.4
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新設住宅着工戸数 （単位：戸、％）

（資料）国土交通省

公共工事保証請負高 ４県（単位：百万円、％） 四国、全国（単位：億円、％）

（資料）西日本建設業保証㈱、四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 3,612 130.8 4,516 124.9 7,217 145.0 8,613 114.3 23,958 126.8 980,025 111.0
14年 2,706 98.0 4,023 111.3 5,899 118.5 6,937 92.1 19,565 81.7 892,261 91.0
15年 2,734 101.0 3,802 94.5 6,412 108.7 6,817 98.3 19,765 101.0 909,302 102.0
16年 3,098 113.3 4,506 118.5 6,898 107.6 7,278 106.8 21,780 110.2 967,705 106.4
17年 3,326 107.4 4,859 107.8 7,063 102.4 7,696 105.7 22,944 105.3 964,641 99.7
18年 3,288 106.1 4,335 96.2 5,913 85.7 7,178 98.6 20,714 95.1 942,370 97.4
19年 3,310 100.7 4,122 95.1 5,680 96.1 7,756 108.1 20,868 100.7 905,123 96.0
20年 3,437 103.8 3,554 86.2 4,747 83.6 8,049 103.8 19,787 94.8 814,963 90.0
21年 2,790 81.2 3,044 85.6 5,718 120.5 8,069 100.2 19,621 99.2 856,484 105.1
22年 2,881 103.3 2,718 89.3 5,198 90.9 6,843 84.8 17,640 89.9 859,435 100.3
23年 2,407 83.5 3,108 114.3 5,279 101.6 6,234 91.1 17,028 96.5 819,633 95.4
24年 2,031 84.4 2,770 89.1 4,828 91.5 5,281 84.7 14,910 87.6 792,109 96.6

23年1月 156 63.2 159 100.6 571 185.4 410 116.5 1,296 121.7 63,604 106.6
2 180 99.4 257 118.4 407 102.3 504 113.5 1,348 108.7 64,426 99.7
3 169 62.6 240 119.4 408 91.9 429 78.6 1,246 85.3 73,693 96.8
4 246 139.0 197 81.7 303 55.9 488 68.3 1,234 73.7 67,250 88.1
5 253 101.6 243 112.0 529 145.3 486 78.0 1,511 104.0 69,561 103.5
6 185 68.0 245 98.4 423 75.4 589 75.7 1,442 77.5 71,015 95.2
7 271 86.9 281 128.3 413 79.3 552 113.6 1,517 98.6 68,151 93.4
8 182 79.5 332 149.5 555 112.6 488 79.3 1,557 99.9 70,399 90.6
9 218 88.3 248 92.2 432 86.1 521 78.8 1,419 84.5 68,941 93.2
10 232 95.9 492 210.3 427 113.0 713 113.2 1,864 125.6 71,769 93.7
11 176 89.8 196 87.5 369 98.9 522 115.0 1,263 101.3 66,238 91.5
12 139 53.7 218 81.6 442 140.8 532 98.7 1,331 96.5 64,586 96.0

24年1月 142 91.0 131 82.4 471 82.5 236 57.6 980 75.6 58,849 92.5
2 156 86.7 252 98.1 350 86.0 431 85.5 1,189 88.2 59,162 91.8
3 196 116.0 210 87.5 399 97.8 368 85.8 1,173 94.1 64,265 87.2
4 155 63.0 233 118.3 345 113.9 335 68.6 1,068 86.5 76,583 113.9
5 134 53.0 197 81.1 465 87.9 444 91.4 1,240 82.1 65,921 94.8
6 191 103.2 198 80.8 389 92.0 464 78.8 1,242 86.1 66,285 93.3
7 163 60.1 347 123.5 384 93.0 726 131.5 1,620 106.8 68,014 99.8
8 183 100.5 280 84.3 407 73.3 478 98.0 1,348 86.6 66,819 94.9
9 153 70.2 269 108.5 398 92.1 441 84.6 1,261 88.9 68,548 99.4
10 198 85.3 217 44.1 433 101.4 627 87.9 1,475 79.1 69,669 97.1
11 189 107.4 237 120.9 389 105.4 435 83.3 1,250 99.0 65,037 98.2
12 171 123.0 199 91.3 398 90.0 296 55.6 1,064 79.9 62,957 97.5

25年1月 106 74.6 181 138.2 153 32.5 259 109.7 699 71.3 56,134 95.4
2 125 80.1 152 60.3 510 145.7 349 81.0 1,136 95.5 60,583 102.4
3 342 174.5 223 106.2 663 166.2 619 168.2 1,847 157.5 89,802 139.7
4 94 60.6 228 97.9 130 37.7 412 123.0 864 80.9 56,188 73.4
5 125 93.3 223 113.2 229 49.2 269 60.6 846 68.2 43,237 65.6
6 185 96.9 222 112.1 458 117.7 292 62.9 1,157 93.2 55,956 84.4
7 266 163.2 229 66.0 296 77.1 472 65.0 1,263 78.0 61,409 90.3

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 152,659 115.8 139,184 116.3 101,092 103.0 162,638 115.9 5,556 129.7 141,492 128.9
14年 152,652 100.0 129,687 93.2 99,849 98.8 155,401 95.6 5,376 96.8 147,942 104.6
15年 150,377 98.5 120,025 92.5 104,308 104.5 166,209 107.0 5,408 100.6 139,365 94.2
16年 159,429 106.0 121,547 101.3 113,963 109.3 153,254 92.2 5,482 101.4 142,743 102.4
17年 152,972 95.9 117,801 96.9 120,870 106.1 136,465 89.0 5,281 96.3 143,691 100.7
18年 156,516 102.3 128,363 109.0 94,111 77.9 136,998 100.4 5,160 97.7 139,209 96.9
19年 182,597 116.7 127,270 99.1 97,887 104.0 190,313 138.9 5,981 115.9 148,383 106.6
20年 163,577 89.6 144,112 113.2 110,002 112.4 181,801 95.5 5,994 100.2 153,968 103.8
21年 180,257 110.2 138,300 96.0 98,432 89.5 167,525 92.1 5,845 97.5 142,865 92.8
22年 160,115 88.8 126,321 91.3 89,957 91.4 162,152 96.8 5,385 92.1 136,174 95.3
23年 157,225 98.2 139,734 110.6 97,634 108.5 178,698 110.2 5,733 106.4 145,878 107.1
24年 164,576 104.7 132,949 95.1 98,639 101.0 183,237 102.5 5,616 98.0 153,153 105.0

23年1月 3,879 52.1 5,333 96.1 4,397 148.0 5,794 113.3 194 91.9 5,088 97.7
2 10,070 128.7 8,660 194.8 10,546 252.4 13,335 157.4 426 171.0 8,978 152.2
3 23,099 99.3 17,032 116.7 8,015 85.1 28,962 146.2 771 115.0 15,301 105.5
4 13,856 122.5 20,651 122.2 11,652 94.4 17,334 66.0 635 95.0 20,480 101.9
5 15,680 120.4 13,616 162.2 10,309 99.5 10,726 112.6 503 121.8 14,163 111.8
6 13,861 87.3 11,600 113.6 11,334 124.3 15,440 106.5 522 105.1 18,151 109.9
7 17,427 114.9 11,620 67.0 13,214 128.0 12,986 79.2 553 93.4 13,802 106.8
8 11,652 72.6 9,121 79.7 6,150 73.3 16,298 99.6 432 82.7 11,147 96.4
9 16,882 94.5 17,074 93.4 5,853 66.6 23,087 111.2 629 95.8 12,995 100.1
10 11,942 94.4 11,406 191.4 5,782 99.6 13,451 132.7 426 123.2 10,933 103.6
11 10,674 85.0 7,534 123.8 8,165 204.5 10,997 131.8 374 120.6 7,647 109.9
12 8,203 116.2 6,087 85.7 2,217 51.9 10,288 159.0 268 107.6 7,193 114.5

24年1月 5,513 142.1 4,483 84.1 4,535 103.1 5,425 93.6 200 103.1 5,734 112.7
2 12,604 125.2 5,895 68.1 5,705 54.1 14,036 105.3 382 89.6 8,917 99.3
3 23,798 103.0 13,017 76.4 7,277 90.8 26,702 92.2 708 91.8 16,243 106.2
4 9,372 67.6 20,531 99.4 15,047 129.1 13,253 76.5 582 91.7 24,324 118.8
5 13,238 84.4 15,614 114.7 11,693 113.4 15,448 144.0 382 75.9 15,901 112.3
6 22,495 162.3 9,317 80.3 12,105 106.8 12,753 82.6 567 108.6 17,197 94.7
7 18,951 108.7 13,565 116.7 9,433 71.4 21,477 165.4 634 114.7 15,307 110.9
8 11,034 94.7 10,070 110.4 7,165 116.5 15,663 96.1 439 101.6 10,706 96.1
9 19,686 116.6 12,476 73.1 9,484 162.0 24,855 107.7 665 105.7 12,752 98.1
10 14,133 118.3 13,274 116.4 6,154 106.4 12,911 96.0 465 109.1 11,288 103.2
11 8,153 76.4 8,642 114.7 6,987 85.6 10,039 91.3 338 90.5 7,999 104.6
12 5,599 68.3 6,065 99.6 3,054 137.8 10,675 103.8 254 94.8 6,785 94.3

25年1月 5,542 100.5 5,102 113.8 4,001 88.2 5,825 107.4 205 102.4 5,662 98.7
2 6,602 52.4 6,003 101.8 6,519 114.3 11,413 81.3 305 79.9 6,914 77.5
3 23,849 100.2 15,926 122.3 10,953 150.5 29,926 112.1 807 113.9 17,220 106.0
4 17,578 187.6 25,497 124.2 15,789 104.9 16,322 123.2 752 129.2 27,254 112.0
5 12,951 97.8 19,131 122.5 8,277 70.8 20,184 130.7 605 158.5 16,541 104.0
6 23,173 103.0 9,235 99.1 7,276 60.1 17,033 133.6 567 100.1 19,055 110.8
7 17,386 91.7 21,700 160.0 10,735 113.8 22,839 106.3 727 114.6 16,765 109.5
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（資料）東京商工リサーチ、四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2013年 50 10,781 170.1 33 6,683 57.4 50 9,272 56.3 59 12,378 43.3 192 391 62.0 10,855 27,823 72.6
14年 45 6,788 107.1 42 4,797 41.2 45 9,909 60.1 67 28,738 100.6 199 502 71.6 9,731 18,741 67.4
15年 36 8,432 124.2 45 11,109 231.6 51 7,203 72.7 48 9,732 33.9 180 364 72.5 8,812 21,124 112.7
16年 31 4,920 58.3 32 4,972 44.8 40 6,729 93.4 43 16,247 167 146 329 90.3 8,446 20,063 95.0
17年 29 5,565 113.1 34 5,789 116.4 36 6,346 94.3 40 11,449 70.5 139 291 88.6 8,405 31,676 157.9
18年 38 9,986 179.4 33 4,491 77.6 49 13,075 206.0 44 8,266 72.2 164 358 122.9 8,235 14,584 46.9
19年 38 3,142 31.5 43 6,402 142.6 63 10,474 80.1 48 9,511 115.1 192 295 82.5 8,384 14,238 97.6
20年 31 3,521 112.1 50 10,953 171.1 37 6,711 64.1 40 8,712 91.6 158 300 101.7 7,773 12,200 85.7
21年 17 7,331 208.2 27 6,214 56.7 39 10,434 155.5 46 14,002 160.7 129 380 126.6 6,030 11,507 94.3
22年 13 962 13.1 32 7,342 118.2 27 4,434 42.5 37 5,094 36.4 109 178 46.8 6,428 23,315 202.6
23年 17 5,070 527.0 37 3,278 44.6 63 9,699 218.7 52 22,501 441.7 167 405 228.2 8,690 24,026 103.1
24年 43 5,026 99.1 46 3,595 109.7 53 4,583 47.3 62 10,803 48.0 204 240 59.2 10,006 23,435 97.5

23年1月 2 656 100.0 5 489 878.0 5 720 323.5 2 229 1.8 14 21 423.5 570 565 -15.5
2 0 0 -100.0 2 300 -72.5 8 1,568 185.1 2 110 -72.8 12 20 -5.8 577 966 36.0
3 0 0 -100.0 2 80 -96.7 4 573 -47.3 3 357 23.1 9 10 -73.4 809 1,474 -13.1
4 2 739 100.0 3 140 68.7 8 2,766 100.0 3 118 -79.0 16 38 483.4 610 2,039 150.9
5 2 146 21.7 5 605 -43.8 4 96 -90.9 3 390 -50.9 14 12 -59.4 706 2,787 219.0
6 2 450 100.0 2 65 550.0 5 655 6,450.0 8 254 -10.6 17 14 368.4 770 1,509 -87.8
7 2 60 100.0 4 336 -64.3 3 279 99.3 6 405 -29.2 15 11 -34.7 758 1,621 91.7
8 2 2,850 9,400.0 2 40 -84.7 2 26 -62.9 7 538 572.5 13 35 683.2 760 1,084 -2.7
9 1 60 50.0 4 730 702.2 3 178 64.8 2 635 -7.4 10 16 73.3 720 6,919 377.6
10 1 10 -84.1 4 293 337.3 6 405 743.8 7 18,488 5,152.3 16 192 3,521.9 793 3,080 254.1
11 1 10 -98.3 1 130 -89.3 7 2,158 585.1 7 884 655.6 16 32 42.7 807 949 -17.9
12 2 89 11.3 3 70 600.0 8 275 -68.8 2 93 -87.2 15 5 -68.9 810 1,032 30.3

24年1月 2 410 -37.5 3 70 -85.7 3 595 -17.4 2 222 -3.1 10 13 -38.1 701 791 40.0
2 2 197 100.0 1 20 -93.3 4 597 -61.9 4 741 573.6 11 16 -21.4 712 1,396 44.5
3 2 540 100.0 8 453 466.3 7 497 -13.3 9 778 117.9 26 23 124.6 906 1,423 -3.5
4 3 431 -41.7 2 115 -17.9 2 87 -96.9 4 1,045 785.6 11 17 -55.4 783 1,134 -44.4
5 4 291 99.3 6 705 16.5 1 150 56.3 8 725 85.9 19 19 51.3 1,009 1,368 -50.9
6 2 72 -84.0 5 265 307.7 4 584 -10.8 5 396 55.9 16 13 -7.5 820 1,099 -27.2
7 3 58 -3.3 5 565 68.2 4 73 -73.8 5 831 105.2 17 15 41.4 953 7,812 381.8
8 4 700 -75.4 3 215 437.5 5 707 2,619.2 5 3,081 472.7 17 47 36.2 723 1,014 -6.5
9 2 20 -66.7 2 42 -94.2 6 397 123.0 2 90 -85.8 12 5 -65.8 807 1,328 -80.8
10 8 1,520 15,100.0 4 115 -60.8 5 144 -64.4 3 150 -99.2 20 19 -90.0 909 2,529 -17.9
11 3 211 2,010.0 3 595 357.7 4 290 -86.6 10 2,381 169.3 20 35 9.3 841 1,602 68.9
12 8 576 547.2 4 435 521.4 8 462 68.0 5 363 290.3 25 18 248.4 842 1,940 88.0

25年1月 1 150 -63.4 4 438 525.7 6 1,632 174.3 6 460 107.2 17 27 106.6 840 1,214 53.5
2 2 81 -58.9 4 185 825.0 5 219 -63.3 6 60,524 8,067.9 17 610 3,823.4 764 1,713 22.7
3 6 337 -37.6 4 515 13.7 4 227 -54.3 8 729 -6.3 22 18 -20.3 853 986 -30.7
4 2 294 -31.8 8 203 76.5 8 595 583.9 4 774 -25.9 22 19 11.2 828 1,028 -9.4
5 2 204 -29.9 5 350 -50.4 8 3,487 2,224.7 2 160 -77.9 17 42 124.5 857 904 -33.9
6 1 220 205.6 8 570 115.1 2 337 -42.3 4 333 -15.9 15 15 10.9 848 1,057 -3.8
7 1 10 -82.8 7 656 16.1 6 1,108 1,417.8 2 60 -92.8 16 18 20.1 961 1,670 -78.6
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